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周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会  

開催要綱  

ロニ垂亘   

現在、周産期の救急医療体制の充実が全国的に非常に重要になって   
いることから、妊産婦が安心して子供を産み・育てることができるよ   
う、早急に対策を講ずる必要がある。このため、周産期の救急医療体   
制の強化が図られるよう、周産期医療と救急医療の確保と連携の在り   
方について検討する。  

匡二迩旦睾魂  

（1）周産期医療と救急医療の確保の在り方  

（2）周産期医療と救急医療の連携の基本的枠組み   

（3）その他  

さ‾．琵ま吏  

厚生労働大臣及び構成員（別紙）で構成する。  

匡二重要  

（1）本会議の庶務は、厚生労働省雇用均等一児童家庭局母子保健課と  

協力しつつ、同省医政局指導課で行う。  

（2）議事は公開とする。  

（3）本懇談会の構成員については、厚生労働大臣が委嘱する。  

5．検討えす  ヽヽト ンユール  

12月中を目途に取りまとめ予定。   



第3回 周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会 議事要旨（案）  

●日時 11月25日（火） 18：00～20：10  

●場所 厚生労働省5階 共用第7会議室  

●出席者  

岡井座長、杉本座長代理、阿真委員、有賀委員、池田委員、海野委員、大野委員、Jtl上  

委員、木下委員、嘉山委員、田村委員、藤村委員、横田委員、岡本参考人、照井参考人  

厚生労働省）舛添大臣、渡辺副大臣、戸井田政務官、外口医政局長、村木雇用均等児童  

家庭局長 ほか  

関係省庁） 総務省消防庁、文部科学省、経済産業省  

●議事要旨  

周産期医療と救急医療の確保と連携に関して、産科麻酔科医の現状と課題について  

ヒアリングを行った。また、今後の対策について、NICUや患者の視点について意見  

交換を行った。主な意見は以下のとおり。  

麻酔医の確保について  

○ ハイリスク妊婦が増加しており、ハイリスク妊婦の麻酔ができる麻酔医の重要性が   

増している。産科救急患者を受け入れ体制を整備する上で、麻酔医の配置は重要で   

ある。  

○ 麻酔医のいる医療機関の方が、産科医が集まりやすいという実態がある。  

○ 麻酔医の配置を周産期母子医療センターの必須要件にしてしまうと、地域によって   

は周産期母子医療センターが維持できなくなる可能性があるので、現状では必須要   

件にしない方がよい。麻酔医の配置の有無が地域の医療機関からわかるようにすべ   

きである。  

○ 麻酔医の確保のために、産科医と同様、処遇を改善する必要がある。   



患者の視点からの対策について  

○ 周産期医療体制の立て直しのためには、両親、特に母親への啓発が重要である。日   

本における妊産婦死亡率は諸外国と比べて低く優れた成績をあげているが、死亡率   

は0ではなく、お産は100％安全というわけではないことを理解している母親は   

少ない。ハイリスク妊娠を減少させるには、お産は100％安全ではないという教   

育や、禁煙等のお産のリスクを軽減するための生活指導を徹底することが重要であ   

り、母親学級などを活用すべきである。  

○ 日本では、大病院ではなく地域のかかりつけ産科医療機関を希望する妊婦も多いの   

で、周産期母子医療センターと地域のかかりつけ産科医療機関との連携体制の構築   

がより重要である。  

○ 母親側が医師等から提供してほしい情報としては、子供の病気の内容や、緊急時の   

対処法があり、母親側が不安にならないためには、できるだけ詳しい説明を行うこ   

とが大切と思われる。  

○ 啓発については、学校教育の段階から見直すことも必要ではないか。．  

新生児医療（NICU、新生児科医）の確保について  

○ 救急患者の受入判断基準を作ることには賛同するが、新生児科医不足を改善しない   

まま、総合周産期母子医療センターで必ず受け入れるというルールにするのでは問   

題がある。新生児科医の確保も必要である。  

○ 医療訴訟等の影響により、通常の帝王切開が周産期母子医療センターに集中する傾   

向があり、周産期母子医療センターの病床が、重症ではない患者で満床になり受入   

を困難にしている。  

01000g未満の超低出生体重児の増加、医療技術の進歩による予後の改善、人工呼吸   

が必要な症例の増加等により、長期の入院を要する新生児が数倍に増加しているた   

め、NICUの必要病床数の基準を、2床／1000出生から約3床／1000出生に修正す   

る必要がある。  

O NICUの病床を増床するにあたっては、医師、看護師の確保対策も併せて行うこと   

が必要である。また、障害児施設を含む後方病床の確保と円滑な転院ができるよう   

な体制整備が必要である。   



○ 現在のNICUの基準では、NICUに専従の新生児科医を配置することとなって   

いるが、リスクの比較的低い新生児を受け持つ病院では、病院に小児科医がいれば、   

NICUに関する診療報酬上の加算の半分程度の診療報酬がつくような措置をお願   

いしたい．。  

○ 新生児科の専任医師がひとりで対応している施設も存在するが、新生児科医が少数   

の施設では勤務環境の改善は困難となっている。勤務環境改善のためには1施設に   

7名程度の新生児科医を配置できるよう、集約化が必要である。  

空床確保と地域での連携体制について  

○ 周産期医療体制については、地域によっては県境を越えた受入体制を検討する必要   

がある。  

○ 採算性の問題から正常分娩の妊婦を受け入れることで満床になっているという実態   

もある。救急患者を受け入れるためには空床の確保が重要であり、そのためには、   

空床補償の仕組みが必要である。  

○ ハイリスク分娩は周産期母子医療センターが、正常分娩は地域の産科医療機関が、   

それぞれ受け入れるよう機能分担を進めるべきである。周産期母子医療センターは、   

正常分娩の受け入れを制限して、救急患者を受け入れるための空床を確保すべき。  

○周産期母子医療センターにおける産科医の当直体制の充実は必要であるが、地域の   

産科医を活用するなど、地域の実情に応じた体制の整備が必要である。  



資料2  
短期目標として実現可能な対策について（骨子案）  

1．患者の病態と受入施設のマッチング  

①灘糾古・処置と緊急度）   
・病態に応じた受入判断基準について実態を踏まえて検討   

・患者の病態や医療機関の体制を踏まえ、医療機関ごとに救急患  

者の受入判断基準や他科との連携体制を構築  

②働こよる分類   

・施設の診療機能を明示し関係者間で共有   

・施設の診療機能に応じた受入判断基準や地域における役割分担  

の明確化   

・救急患者受入のための空床確保とその補償の充実  

③ 紛ネットワークの促進   

・関係者間で顔が見える体制の整備を進めるため、地域の医師等  

を対象に、情報交換や事例検証のための場を設置   

・必要に応じ、県境を越えた医療機関間のネットワークを構築  

2．情報の伝達及び効果的活用  

①灘柑已（病床数、人員）の伝達とその迅速化   

・地域の実情に応じ、既存ネットワークの活用も含め、より良い  

システムを検討   

・医療機関の状況に応じた受入判断基準の策定  

②灘化   

・地域の実情を踏まえつつ、救急医療情報システムと周産期救急  

情報システムとを統合・連携強化  

・周産期救急情報システムは、かかりつけ産科医療機関と受入医  

療機関とが情報を共有できるシステムであることが望ましい   



・地域によっては、県境を越えて共有できる情報システムも必要  

③＿＿魔道先選定の迅速化（コーディネータの配置）   

・コ・－ディネ一夕を地域ごとに設置   

・コ・一デイネ一夕は必ずしも医師でなくともよいが、質の確保の  

ため、地域医療に従事していた経験等の要件を設定  

④ 患者側との情報交換  

母親に対する教育・指導の充実、助産師や保健師の活用  

緊急時の対処方法等について家族への啓発活動への支援  

積極的な情報提供の実施  

3．施設の機能充実と人員不足への対応  

① 病床数の適正化（特にNICUの増床）  

未熟児の増加にも対応できるようNICU病床を確保  

NICUに配置する医師、看護師の確保  

② 勤務環境の改  

産科医、新生児科医、麻酔科医の確保と勤務環境の改善が必要  

地域の開業医の活用と連携体制の構築  

重点化、集約化による体制の強化  

③ コメディカル、メディカルクラークの活用  

リスクの軽減に資する母親に対する教育・指導の充実  

コーーディネ一夕としての参画と必要な研修体制等の整備  

情報システムの入力や事務支援のための研修と積極的参画  

①   



平成20年12月8日  

厚生労働省医政局指導課  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課  

総務省消防庁救急企画室  

東京都福祉保健局  

母体搬送に係る事案において  

搬送を受け入れられなかった病院からの聞き取り調査結果について  

一理由、原因・背景、その他医療現場からの意見等－  

Ⅰ 調査の概要  

1 調査対象   

区東部ブロック及び多摩ブロックにおける妊婦搬送事案（※1、※2）につい  

て、搬送依頼を受け入れられなかったとされた下記の医療機関  

種別   医療機関名   

総合周産期母子医療  ・東京都立墨東病院   

センター   ・日本赤十字社医療センター  

・日本大学医学部附属板橋病院  

・杏林大学医学部附属病院  

・東京女子医科大学病院  

・愛育病院   

地域周産期母子医療  ・慶應義塾大学病院   

センター   ・順天堂大学医学部附属順天堂医院  

・東京慈恵会医科大学附属病院（本院）  

・日本赤十字社東京支部武蔵野赤十字病院  

・東京医科大学病院   

周産期医療情報ネット  

ワーク参画医療機関   

その他の医療機関   ・東京慈恵会医科大学附属青戸病院  

・東京都立府中病院  

・公立昭和病院   

讃   



厚生労働省、総務省消防庁、東京都福祉保健局が合同で各医療機関を訪問  

し、．聞き取り調査を行った。  

※1 区東部ブロックにおける妊婦搬送事案の経過概要  

平成20年10月4日、江東区内のかかりつけ産婦人科医院を受診した妊婦の  

転院搬送に閲し、同医院等が都立墨東病院を含め8医療機関に連絡したが、受  

入困難であった。再度要請を受けた都立墨東病院が受け入れたが、妊婦は脳内  

出血により死亡した。  

※2 多摩ブロックにおける妊婦搬送事案の経過概要  

平成20年9月23日、調布市内のかかりつけ病院を受診した妊婦の転院搬送  

に閲し、同病院等が杏林大学医学部付属病院を含め8医療機関に連絡したが、  

受入困難であり、最終的には、都立墨東病院が受け入れた。  

2   



Ⅱ 調査結果の概要  

1 母体搬送を受け入れられなかった理由   

搬送依頼を受けたとされた各医療機関によると、受け入れられなかった理由は、  

区東部ブロックにおける事案については表1のとおり、多摩ブロックにおける事案  

については表2のとおりであった。  

表1 区東部ブロックにおける母体搬送事案について  

医療機関名   種別   母体搬送を受け入れられなかった理由   

東京都立墨東病院   総合   ・当日は1人当直であったこと等   

日本赤十字社医療   ・MFICUが満床（担当ブロック外からの妊婦   
総合  

センター  が直前に入院したため）   

・NICUが満床  

日本大学医学部   ※本事案については記録不明（同日あった別の妊   
総合  

附属板橋病院  婦の搬送依頼については、NICU満床のために  

受け入れられなかった旨の記録あり）   

・産科病棟の個室が満床（感染症を疑ったので個  
慶応義塾大学病院   地域  

室管理が必要と判断したため）   

順天堂大学医学部  
・産科病床が満床  

地域      ・産科当直医（2人）が2人の分娩進行中の妊婦に  
附属順天堂医院  

対応中であった。   

・NICUが満床  
東京慈恵会医科大  

地域      ・NICU入院が必要な分娩が待機中であったの  
学附属病院  

で、これ以上の入院は受けられず。   

・NICUを設置していない（周産期母子医療セ  
東京慈恵会医科大  

ンターではない）。  
学附属青戸病院  

・脳外科医の当直日ではなかった。   

東京大学医学部  ネット  
・NICUが満床   

附属病院  ワーク  
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表2 多摩ブロック1こおける母体搬送事案について  

窒療機関名   種別   母体搬送を受け入れられなかった理由   

・最初の連絡時は、産科当直医（2人）が手術対  

大学医学部附   応中であった。   
総合  

院  ・産科病床が満床  

※他院へ搬送依頼を行った。   

赤十字社東京  
・産科当直医（1人）は、手術後の患者と分娩待  

武蔵野赤十字   地域  
機中（5人）の妊婦に対応中であった。   

・産科当直医（3人）は、9人の妊婦の分娩と、  

赤十字社医療   流産の患者の緊急手術に対応中であった。   
総合  

ターー  ・NICUが満床  

・MFICUが満床   

・NICUが満床  

・脳外科当直医は1人で院内患者と救命救急セン  
医科大学病院   地域  

ターの患者へ対応するため、それ以外の患者は原  

則として受け入れていない。   

・搬送依頼の受信の記録なし（電話交換台、産科・  
女子医科大学   

総合      新生児科の当直日誌確認済み）  

■NICUとGCUが満床   

都立府中病院  ・産科当直医（1人）が分娩対応中であった。   

一産科当直医（1人）が5人の妊婦の切迫早産等  

に対応中であった。  
昭和病院  

・小児科当直医（1人）が2人の人工呼吸管理と  

1人の超低出生体重児に対応中であった。   

・本事案の妊婦は脳血管疾患を合併していると判  
病院   総合  

断したが、当院は脳神経外科を有していないため。   

注）総合：総合周産期母子医療センター，地域：地域周産期母子医療センター  

ネットワーク：周産期医療情報ネットワーク参画医療機関，  

－－：その他の医療機関  

4   



っ た原因及びその背景等に関する医療機関の意見   2 母体搬送を受け入れられなか  

受け入れられなかった主な原因及びその背景等について、搬送依頼を受けたとさ  

れた各医療機関の意見は以下のとおりであった。  

○ 医師の不足等  

産科医や新生児科医等、周産期医療を担う医師が絶対的に不足しており、  

緊急の母体搬送等に常時対応できるだけの余力がない。宿日直についても  

十分な人員を確保することができず、やむを得ず1人当直体制とならざる  

をえない状況もある。  

産科手術における麻酔科医の不足も慢性的であり、緊急の手術に対応する  

ことが困難。  

初期から三次まで幅広い妊産婦救急患者を受け入れなければならない。ま  

た、健診未受診妊産婦のいわゆる飛び込み出産等も増えてきており、事前  

情報のない予想外のハイリスク症例に対応しなければならないという事  

例が増加している。  

○乾生児集中治療室（NICU）の不足量  

NICUの増床を計画しているが、それに見合う新生児科医が確保できず、  

また、診療報酬上の施設基準を満たすための看護師及びスペース等の確保  

も困難。  

通常の出産目的で入院している妊産婦の児がNICUに入ることも多く、  

母体搬送に備えて常に空床を確保することが困難。また、近年多胎児の出  

産が増加しており、多めに空床を確保しなければならないのも負担。 J  

NICUにおける長期療養児の受皿となるNICU後方病床（GCU等）  

やその他の退院先の病床（重症心身障害児施設を含む）が不足している。  

また、GCUに対する診療報酬上の加算が十分ではないため、増床しても  

経営を圧迫する場合が多い。  

○ 産科病床の不足等  

担当するブロック（医療圏）以外からの母体搬送を受け入れるだけの産科  

病床の余裕がない。  

母体・胎児集中治療室（MFICU）も、その後万病床も常にほぼ満床状  

態である。  

他診療科の個室には、胎児を管理するモニター等の機器が設置されていな  

いため、そのような病室での受入れは困難。   



○ 旗塵の照会や伝達等に関する事項  

周産期医療情報システムによる情報は、あくまでその時点を中心とした大  

まかな状況と認識している。いずれにしろ具体的な受入可能性は電話で確  

認するので現状の情報更新頻度（最低2回／日）で妥当である。  

周産期医療情報システムで表示する情報は、空床状況や対応可能性につい  

てのリアルタイムの情報ではないため、受入可能の表示のある施設に電話  

をしても、実際には受入困難であることがある。  

搬送依頼に際しては、主に電話による応対であるため、依頼元と依頼先の  

間で患者の容体等の状況の認識に差異が生じてしまうことがある。  

周産期医療情報システムの情報を周産期母子医療センター等のネットワ  

ーク内の医療機関しか見ることができないので、搬送先の選定に際して非  

効率ではないか。  

一次医療機関では医師が少ないので患者を診ながら搬送先選定を行うの  

は難しい。総合周産期母子医療センターで搬送先選定を行うべきである。  

3 その他、周産期医療全般に関する医療機関の意見・提言等  

その他、周産期医療全般に関する医療機関の意見一提言等は以下のとおりであった。  

○盤全周産期母子医療センター等周産期医療施設について  

周産期医療においては、産科等の周産期関連の診療科だけでは対応できな  

い状況の発生もありうるということを念頭に置いた上で、母体救命に対応  

できる仕組みを考えるべきではないか。また、総合周産期母子医療センタ  

ーや地域周産期母子医療センターとして十分に機能しているか、適切に評  

価を行い、必要がある場合は指定や認定を見直すということも考えるべき  

ではないか。  

母体合併症を含めた搬送依頼に対してコーディネートできるセンターが  

あれば、全ての総合周産期母子医療センターが母体合併症に対応できなく  

てもいいのではないか。  

周産期母子医療センターに指定・認定されている病院であっても、各病院  

により、対応できる領域はそれぞれ異なることから、各病院の機能を明確  

に周知・評価すべきである。  

総合周産期母子医療センターは、ハード面は補助金により支援があるが、  

産科医への報酬などのソフト面での支援が十分ではない。三交代が可能な  

くらいの人数を確保するためにも経済的支援が必要ではないか。  

6   



公立病院改革を進めるにあたり、NICU等、収益に貢献しない分野を拡  

充しようとしても、経営的観点からみると、必ずしも優先順位が高くなら  

ない。  

出産貴等の未払いについては大きな問題であり、出産育児一時金が直接、  

病院へ支給されるような仕組みにならないか。公立病院は特に未収金が多  

く、経営上も重大な問題。  

○ 周産期医療を担う医師への支援・負担軽減等について  

産科医の報酬を労働量に見合ったものに改善できるよう、診療報酬の改定  

を行うことはできないか。また、緊急帝王切開など周産期救急医療に関与  

した産科医、新生児科医、麻酔科医、コメディカルなどに対し付加的な経  

済的支援ができるような院内体制を整備することも重要。  

当直明けに通常勤務を行う等の過重労働により、医師の気力も体力も衰え  

ている。短期的対策として、労働時間の縮減や当直明け勤務を行わない等  

の勤務環境の改善や、医師個人に対する手当を上乗せする等、医師のモチ  

ベーションを維持する方策が必要ではないか。  

医師の負担を減少させるため、医療クラークの普及・配置を図ることが必  

要ではないか。  

産科医は、、基本的にハイリスク・ローt」ターンであり、これが産科医減少  

の一要因。福島県立大野病院の例のように、リスクが高くても手術は必要  

な場合は当然ある。このような場合、産科医が法的に免責になるシステム  

を考えてほしい。  

厳しい環境の中、ハイリスク症例を受け入れて懸命に治療したにもかかわ  

らず、結果的に死亡してしまったような場合であっても、マス・メディア  

から批判的な報道を受けると、仕事を続けていくモチベーションが維持で  

きない。  

行政が財政的支援を行い、周産期母子医療センターの助産師に手当を出す  

などして、センターに助産師が集まるようにすべきではないか。  

欧米では、産後1日程度で退院し、その後は地域の保健師等が在宅でケア  

を行っている。日本でも保健師を増員するなどしてこのような取組を進め、  

医師の負担を減らすことも考えられる。  

○ 地域における周産期医療体制の構築等について  

地域における経験ある産科開業医の活用を図りたいが、これらの医師の高  

齢化が進んでいる地域も多くて簡単ではない。また、周産期医療は、新生  

児科医、助産師等のチームで行うものであり、仮にオープンシステム等を   



導入しても、普段一緒に勤務していない医療従事者との意思疎通を含め、  

診療が円滑に進むか不安な面もある。  

近年、ハイリスクでない妊婦であっても総合周産期母子医療センターに紹  

介・搬送されるケースが増加傾向にあり、センターにとっては大きな負荷  

となっている。総合周産期母子医療センターが、できるだけハイリスク症  

例に限定して対応できるよう、地域の産科医療機関における役割分担を図  

るべきではないか。  

他県からの周産期関連患者を受け入れている状態が恒常的に続いており、  

複数県で広域の総合的な周産期医療体制を整備できないか。  

長期療養児の受皿として、後方病床や重症心身障害児施設等の計画的な整  

備を急ぐべき。  

○ 皇の他、救急医療等との関連lこついて  

救急医療に対応するため、搬送先を選定するコーディネーターを積極的に  

活用すべき。  

周産期の救急専任のコーディネーターが、常に各周産期母子医療センター  

の状況を把握し、広域で搬送先を調整するのがいいのではないか。その際、  

搬送紹介先病院の選定や、そこで受けた治療への不満等が患者から出た場  

合、コーディネーターの責任が問われかねないので、行政の責任において  

行うのがいいのではないか。  

子宮外妊娠や健診未受診妊産婦の流産等の産科の初期・二次救急搬送に対  

応できる医療機関が少ないため、すべて総合周産期母子医療センターにき  

てしまう。  

妊婦が一般救急で搬送される場合、総合周産期母子医療センターヘの搬送  

先選定依頼がないときには、搬送ルートが必ずしも定まっていない。  

救急医療については、三位一体改革により、公立病院の救命救急センター  

ヘの補助金が一般財源化され、その結果、病院を設置している市町村とそ  

れ以外の市町村との間の不公平が生じている。  

現在の救急医療体制は、初期、二次、三次と重症度別に分けているが、重  

症度の判断は難しい場合もある。また、特定診療科に力を入れている病院  

もあるため、必ずしも重症度別の分類にこだわらず、診療科単位で救急の  

役割分担を行い、難しい症例であれば救命救急センターに搬送してもらう、  

というようなことも必要である。  

①   
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「大学病院の周産期医療体制整備計画」について   

周産期医療体制等が大きな社会問題となっていることに鑑み、大学病院の体制を強化  

するため、「大学病院の周産期医療体制の整備計画（平成21年度～）」を策定すること  

と・したので、公表します。  

詳細は、別添のとおりです。  

＜担当＞ 高等教育局医学教育課大学病院支援皇  
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大学病院の周産期医療体制整備計画  

1．国立大学病院の周産期医療体制整備計画（4カ年計画）  

2．国公私立大学病院の周産期医療に関する人材養成等の強化  

卿阻産期医療体制整嘩計画（4カ年計画）  

【概要】  

今後、4年間（平成21年度～24年度）で、①NICU（新生児集中治   

療室）が未設置の国立大学病院の解消②半数の国立大学病院 

おいて、現行平均11床程度の周産期医療に係る病床数を虐増し、   

20床とする。   

【具体的な対応策】   

① 平成21年度より、NICUが未設置の9大学病院について、1病院   

当たり最低6床のNICUを整備する計画を順次策定。今後4年間で、  

NICU未設置の大学病院の解消を図る。  

現状：42国立大学病院中33大学病院がNICUを設置。9大学病院が未設置。  

現時点において、、平成21年度に、5病院程度がNIbu設置の見込み。  

② 平成21年度より、NICU、MFICU（母体■胎児集中治療管理室）、   

GCU（継続保育室）等の周産期医療体制の強化を図るため、今後  

4年間で、少なくとも半数の国立大学病院（21大学病院）におし予て、  

現行平均11床程度の周産期医療体制に係る病床数を倍増し20床  

とする。  

は、NICU（5，8臥M円CU（1・0臥GC 

〕  

現状：42国立大学病院の平均病床数は、NICU（5，8床）、MFICU（1．0床）、   



星」国埋 立大学 の。産 医療に する人 成等の強化  

【概要】   

国公私立大学病院におけるNICU（新生児集中治療室）等に関する   

人材養成に対する支援を行う。  

【具体的な対応策】   

①周産期医療牢志す若手医師の教育穣境の整備を図るとともに、  

小児科・産科等の女性医師の復帰支援を行う。  

②院内助産所等を活用した助産師養成環境を整備し、産科医の負   

担軽減を図る。  
ヽ   



遠耳  

O NICUが整備されていない国立大学一覧  

弘前大学、山形大学、千葉大学、東京医科歯科大学  

福井大学、山梨大学、岐阜大学、佐賀大学、長崎大学  

計 9 大学  

O NICU等の平均病床数  

国立  公立   私立   全体 

NICU   5，8床   8．3床   10．5床   7．8床   

MFICU   1．0床   2．3床   4J4床   2．4床   

GCU   4・6   ．5床   14．9床   8・ 

醜   11．4床   16．’0床   29．8床   18．6床   

（注1）「全体」欄については、国公私立大学病院（本院）全休の平均病床数。  

（注2）「計」欄については、端数処理のため、内訳を積み上げたものと一致しない場合がある。  
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大学病院における周産期医療体制等の調査結果について   

周産期医療体制等が大きな社会問題となっていることに鑑み、大学病院における現状  

について調査を行い、医学部を有する国公私立大学が設置する大学病院134病院（本  

院79病院、分院55病院。）のうち、周産期医療を行っている113病院（本院79  

病院、分院34病院。）の調査結果を、別添のとおり公表します。  

詳細は、別添のとおりです。  

＜担当＞ 高等教育局医学教育課大学病院支援皇  

室 長  小林■万里子（内線2510）  

専門職  中嶋 光穂（内線2071）  
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大学病院における周産期医療体制等について  

平成20年11月  

文部科学省高等教育局医学教育課大学病院支援室   



調査の概要  

Ⅰ 調査の目的   

周産期医療体制等が大きな社会問題となっていることに鑑み、大学病院における  

周産期医療体制等の現状について調査を行った。  

Ⅱ 調査の対象   

医学部を有する国公私立大学が設置する大学病院、134病院（本院79病院、分  

院55病院。）のうち、周産期医療を行っている113病院（本院79病院、分院34病  

院。以下、大学病院。）からの回答を集計した。  

Ⅲ 調査の時点   

平成20年11月1日の状況について調査を行った。ただし、病床稼働率について  

は平成19年度の状況を、分娩件数については平成17年度から平成19年度までの  

3か年について調査を行った。  

Ⅳ 調査の概要  
1．NICU等の状況について  

7・9病院（全大学病院のう  大学病院のうち、NICUを設置している大学病院は、   
ち、69，9％）、MFICUを設置している大学病院は、29病院く全大学病院のうち、  

25．7％）、GCUを設置している大学病院は、59病院（全大学病院のうち、  

52．2％）である。   

各病床を設置している大学病院の1病院当たりの平均病床数は、高ICUは、  

9．1床、MFICUは、7．6床、GCUは、13．4床であり、大学病院の全体数にお  

けるl病院当たりの平均病床数では、NICUは、6．4床、MFICUは、1．9床、G  

CUは、7．0床となる。   
平成19年度の平均病床稼働率は、NICUは、93．3％、MFICUは、81．8 

GCUは  80．2％で   

国公私立別（本院）の設置状況を見ると、NICUを設置している大学病院は、国  

立は33病院（全国立大学病院（本院）のうち、78．6％）、公立は8病院（牟ての公  

立大学病院（本院）に設置）、私立は27病院（全私立大学病院（本院）のうち、  

93．1％）、M円CUを設置している大学病院は、国立は8病院（全国立大学病院  
（本院）のうち、19．0％）、公立は3病院（全公立大 

％）、私立は14病院（全私立大学病院（本院）のうち、48．畠％）、GCUを設置して  

いる大学病院は、国立は21病院（全国立大学病院（本院）のうち、50．0％）、公  

立は5病院（全公立大学病院（本院）のうち、62．5％）、私立は25病院（全私立大  

学病院（本院）のうち、86．2％）であった。  
（注1）NICU：新生児集中治療室、MFICU：母体・胎児集中治療管理室、GCU：継続保育室。  

（注2）NICU及びMFICUについては、診療報酬上の加算がある病床数。   



2．周産期医療に係る病床を設置暮拡充する予定について   

調査時点において、周産期医療にかかる病床を新たに設置又は、拡充する予  

定がある大学病院は、45病院であり、全大学病院の39．8％であった。   

また、国公私立別（本院）の状況を見ると、、国立は19病院く全国立大学病院（本  
院）のうち、45．2％）、公立は2病院（全公立大学病院（本院）のうち、25，0％）、  

私立は17病院（全私立大学病院（本院）のうち、58．6％）であった。   

なお、これらの大学病院においては、「産科医・新生児科医等の人材の確保が  

難しい」、「財政面で難しい」などの課題が挙げられた。  

3．周産期母子医療センターの指定・認定状況について   
総合周産期母子医療センターの指定又は地域周産期直子医療センターの認  

定を受けている大学病院は、56病院であり、全大学病院の、49．6％となってい  

る。この56病院のうち、28病院が総合周産期母子医療センターの指定を受け、  

28病院が地域周産期母子医療センターの認定を受けている。  

4．分娩件数について   
大学病院における分娩件数は、平成17年度は、41，562件、18年度は、  
46，634件、19年度は、50，047件であり、年々増加傾向にあり、この3年間  
で、20．4％増加している。また、リスクの高い分娩の件数については、この3年  

間で、24．1％増加しており、帝王切開については、29．3％増加している。  

（注1）リスクの高い分娩の定義は、各大学病院の定義による。  

（注2）帝王切開は、大学病院により、リスクの高い分娩に含む場合や、嘩例により通常分娩に区  

分している場合もある。   

5．周産期医療に従事する医師数・看護職数の平均について   
周産期医療を実施する大学病院における周産期医療に従事する1病院当たり  

の医師の平均勤務者数は、小児科系11．0人、産婦人科系15．2人である。ま  

た、小児科系・産婦人科系あわせた看護職の平均人数は、59．6人である。   
（注）本調査においては、周産期医療のみに限定した人数を特定できない場合は、大学病院におけ  

る小児科系および産婦人科系全ての医師や看護職の人数を計上しているため、実際よりも多く  

なっている可能性がある。   

6．診療時間内及び診療時間外における医師の勤務体制について   
大学病院における周産期医療に従事する医師の診療時間内及び診療時間外  
における1病院当たりの平均は、診療時間内は、小児科系6．6人、産婦人科系  

8．3人、診療時間外は、小児科系・産婦人科系あわせて、2．5人である。  

（注）本調査においては、周産期医療のみに限定した人数を特定できない場合は、大学病院におけ   

る小児科系および産婦人科系全ての医師や看護職の人数を計上しているためし実際よりも多く   

なっている可能性がある。   



7．医療圏内における他の医療機関との役割分担について   
大学病院は、各都道府県の医療計画等により、「総合周産期母子医療センター  

の■指定を受ける」、「地域の医療機関ごとに症例の特徴により機能分担を行い、  

大学病院は、重傷症例を担当する」等、地域の中核として機能している。また、各  

都道府県の実情等により、周産期母子医療センターの指定■認定を受けていない  

大学病院についても、他の医療機関と連携を図りながら、専門医を派遣する等、  

地域の周産期医療に貢献している。  

8．周産期医療に対する主な意見等  
○産科医、新生児科医、麻酔科医及び周産期医療に従事するスタッフ（助産師・   

看護師など）が不足している。  

○低出生体重児の増加等に伴い、NICU病床が不足している。  
○長期間NICUに入院している超重症児に対応できる後方施設の拡充が必要。  

○地域の実情に応じた分娩施設の集約化一機能分化の明確化が必要である。  

○総合周産期母子医療センターでは、通常分娩を扱わないなど役割分担が必要   

である。  
○保育所設置、産休育休時専の際の人員調整など、女性医師支援が必要である。  

○周産期医療に従事する医師、助産師、看護師等の人材養成教育システムに対   

する財政支援が必要である。  
○周産期医療や教育環境整備のための施設一設備に対する財政支援が必要で   

ある。  
○周産期医療に対する診療報酬上の適切な評価が必要である。   



大学病院における周産期医療の状況について  

1・NICU等の状況について  

①NICU等を設置している大学病院  

NICUを設置している大学病院は、79病院（全大学病院のうち、69＿9％）、MF王CUを設置   
している大学病院は、29病院（全大学病院のうち、25．7％）、GCUを設置している大学病院   
は、59病院（全大学病院のうち、52．2％）である。  

全体   本院  

NICU  79 ／113  68 ／ 7g  
MFICU  29 ／113  25 ／ 79  
GCU  59 ／113  51／、7g  

※各病床を設置している大学病院数／全大学病院数。  

※NICU及びl川口CUについては、診療報酬上の加算がある病床数。  
※上記、NIGUを設置している本院68大学のうち、1大学は移転予定（H21．5〉であるため、現在、稼働していない。  
※NICU：新生児集中治療室、MFICU：母体・胎児集中治療管理室、GCU：継続保育室。  

②NICU等を設置している大学病院における平均病床数  

各病床を設置している病院の平均病床数は、NICUは、9．1床、MFICUは、7．6床、GCU   
は13．4床である。  ′＼ 

全体   本院  

NICU   9．1床   9．0床  

MFICU   7．6床   7．5床  

GCU   13．4床   13．1床  

※総病床数／各病床を設置している大学病院数  

③大学病院の全体数における平均病床数   

大学病院の全体数における平均病床数は、NICUは、6．4床、MF7CUは、1，9床、GCUは   
7．0床である。  

全体   本院  

NICU   臥4床   7．8床  

MFICU   1．g床   字．4床  

GC∪   7．0床   8．5床  

※総病床数／全大学病院数  

④NICU等を設置している大学病院における病床稼働率  

NICULMFICU・GCUの1病院当たりの平均病床稼働率は、NICUは、93．3％、MFICU   
は、81．8％、GCUは、80．2％である。  

全体   本院  

NICU   93．3％   92．2％  

MFICU   81．8％   81．2％  

GCU   80．2％   78．7％  

※病床稼働率＝入院延べ患者数／（366日×承認病床数）xl00  
麗上記、本院のNICU稼働率には、移転予定の1大学分は含んでいない。  
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2．周産期医帝に係る病床を設置・拡充する予定について  

調査時点において、周産期医療にかかる病床を新たに設置又は、拡充する予定がある大   

学病院は、45病院であり、全大学病院の39．8％であった。  

全体   本院  分院  

45病院   38病院  7病院 

3丁周産期母子医療センターの指定・認定状況について  

総合周産期母子医療センターの指定、又は地域周産期母子医療センターの認定を受けて   
いる大学病院は、56病院であり、全大学病院む、49．6％となっている。  

4．分娩件数について  

大学病院における分娩件数は、平成17年度は、41，562件、18年度は、46，634件、19   
年度は、50．047件であり、この3年間で、20．4％増加している。また、リスクの高い分娩の   
件数についてはこの3年間で、24．1％の増加しており、帝王切開については、29．3％増加  
している。  

17年鹿  
対＝7増減  対日17増減  対日18増減   

通常分娩・   24．808件  27．801件  12．1％   2g，256件 17．9％   5．2％   

リスクの高い分娩  16．754件  柑．833件  12．4％   20，791件   24．1％   10．4％  

計   41．562件  46．634件  12．2％ 50．047件   20．4％   ■7．3％ 

※リスクの高い分娩の定義は各大学病院の定義による。  

※帝王切開は、大学病院により、リスクの高い分娩に含む場合や、症例により通常分娩に区分している場合も  
ある。  

5．周産期医療に従事する医師数・看護職数の平均について   

周産期医療を実施する大学病院における周産期医療に従事する1病院当たりの医師の平   

均勤務者敢は、小児科系11，0人、産婦人科系15．2人である。また、小児科系・産婦人科   
系あわせた看護職の平均人数は、59．6人である。  

全休   本院  

常勤医師   6．5人   6．7人  

小  1．8人 2．4人  

児  0．9人   0．7人  

科  0．8人   1．0人  

系  1．1人   1．2人  

計   11．0人   12．1人  

常勤医師   9．3人   10．3人  

産  1．6人   2．0人  

婦 人  
0．9人  

科  1．1人   1．5人  

系’  2．1人  

計   15．2人   17．1人  

お  ※周産期医療のみに限定した人数を特定できない場合は、大学病院における小児科系  
の医師の人数を計上。  

※「計」欄については、端数処理のため、内訳を積み上げたものと一致しない場合がある。  



全体   本院  

助産師  20．5人   22．3人  

看護師・准看護師  39．1人   41．1人  

計  59．6人   63．4人  

※周産期医療のみに限定した人数を特定できない場合は、大学病院における小児科系および産婦人科系全て  
の看護職の人数を計上。  

6．診療時間内及び診療時間外における医師の勤務休制について  

大学病院において周産期医療に従事する医師の診療時間内及び診療時間外における1病   

院当たりの平均は、診療時間内は、小児科系6．6人、産婦人科系8．3人、診療時間外は、   
小児科系・ 

全体   本院  

小児科系   6．6人   7．1人  
平日時間内           産婦人科系   

8．3人   9．2人  

平日時間外  当直（夜勤）  2．5人   2．7人  

日直   2．5人   2．7人  

土日祝日           当直（夜勤）  2．4人   2．7人  

※周産期医療のみに限定した人数を特定できない場合は、大学病院における小児科系および産婦人科系全て  
の医師の人数を計上。  
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大学病院（本院・国公私別）における周産期医療の状況について  

1．NICU等の状況について   

①NICU等を設置している大学病院  

※NICU及びMFICUについては、診療報酬上の加算がある病床数。  
※上記、NICUを設置している国立33大学のうち、1大学は移転予定（H21．5）であるため、現在、稼働していない。  

※NICU：新生児集中治療室、M口CU：母体・胎児集中治療管理室、GCU：継続保育室。  

②NICU等を設置している大学病院における平均病床数  

国立  公立  私立   本院全体   

N王CU   7．4床  8．3床  1・1．3床   9．0床   

MFICU   5．3床  6．0床  9．1■床   7．5床 

GCU   9．2床  8．8床  17．3床   13．1床   

※総病床数／各病床を設置している大学病院数   

③大学病院の全体数における平均病床数  

膚）NICU等を設置している大学病院における病床稼働率  

国立  公立  私立   本院全体   

NICU  89．5％  89．2‰  96－2％   92．2％   

MFIC  81．8％  78．4％  81．4％   － 81．2％  

GCU  82．7％  68，8％  77．4％   78 

※病床稼    率＝入院延べ患者数／（366日×承認病床数）×100   

※上記、国立のNICU稼働率には、移転予定の1大学分は含んでいない。   



2．周産期医療に係る病床を設置・拡充する予定について  

国立  公立  私立   計   

19病院  2病院  17病院   38病院   

3．周産期母子医療センターの指定・認定状況について  

国立  公立  私立   計  

地域   11／42  2 ／8  10 ／ 29  23 ／ 79   
総合   7 ／ 42  ′3 ／8  14 ／ 29  24 ／ 79   
計  5 ／ 8  24 ／ 29  47 ／79   

※周産期母子  医療センタ丁に指定又は認定されている大学病院数／全大学   

4．分娩件数について  

17年度  
対H17増減  対H17増減  対H18増減   

通常分娩   16，328件  18，264件  11．9％   19，451件  19．1％   6．5％   

リスクの高い分娩  12，547件  14β78件  12．2％   15，588件  24．2％   10．7％   

計   28，875件  3乙342件  12．0％   35，039件  21．3％   8．3％  

※リスクの高い分娩の定義は各大学病院の定義による。  
※帝王切開は、大学病院により、リスクの高い分娩に含む場合や、症例により通常分娩に区分している場合も  
ある。   

5．周産期医療に従事する医師数・看護職数の平均について  

国立  公立▼  私立 本院全体  

常勤医師   6．9人  5．9人  6．7人   6．7人 

小  4．1人  tO人  0．4人   2．4人  

児  0．5人  2．0人  0．7人   0．7人  

科  1．4人  0．3｛  0．了人   1．0人  

系  1．1人  0．9人  1．4人   1．2人  

計   14．0人  10．0人  9．9人   12．1人  

常勤医師   8．5人  、9．9人  13．1人   10．3人  

産  2．7人  1．3人  1．2人   2．0人  

婦 人  
0．4人  1．4人  1．4人   0．9人  

科  1．5人  0．8人  1＿6人   1．5人  

系  1．9人  2．0人  3．4人   2．4人  

計  15．0人   15．3人  20．6人  17．1人  
※周産期医療のみに限定した人数を特定できない場合は、大学病院における小児科系および産婦人科系全て   

の医師の人数を計上。  

※「計」梱については、端数処理のため、内訳を積み上げたものと一致しない場合がある。  
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職  

国卑  公立  私立   本院全体  

助産師   21．1人  24．9人  23．4人   22．3人  

看護師一准看護師   36．8人  35．5人  41．1人  

計  57．9人   60．4人  72．3人   63．4人   

※周産  期医療のみに限定した人数を特定できない場合は、大学病院における小児科系および産婦人科系全て   
の看護職の人数を計上。  

6．診療時間内及び診療時間外における医師の勤務体制について  

国立  公立  私立   本院全体  

小児科系   8．1人  5．6人  6．1人   7．1人  

平日時間内             産婦人科系   9．1人  8．8人  9．5人   9．2人   

平日時間外  当直（夜勤）   2．3人  2．8人  3．2人   2．7人   

日直   2．3人  2．8人  3．3人   2．7人  
土日祝日  

当直（夜勤）   2．3人  2．8人  3．2人   2．7人   

※周塵期医療のみに限定した人数を特定できない場合は、大学病院における小児科系および産   人科系全て  

の医師の人数を計上。   

⑩
 
 
 



「盲毒重訂l  

平成20年度第3回  

東京都周産期医一療協議会  

（一部抜粋）  

日 時  平成20年11月28日（金）19暗から  

場 所  東京都庁第一本庁舎33階北N6会言義室  

【次 第】  

1 開 会  

2 議 題  

（1）今後の周産期医療体制について   

・母体搬送の受入れについて  

■搬送：コーディネーターについて  

■その他  

（2） その他  

3 閉 会  
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資 料 6－2 周産期母子医療センターにおける合併症妊婦の対応について  

（厚生労働省調査結果）  

墨東病院周産期センターにおける12月及び年末年始の当直体制につい  

て（平成20年11月27日・病院経営本部）  

周産期母子医療センターにおける救急搬送患者の円滑な受入れについて  

資 料 7  

資 料 8  

第2回 東京都周産期医療協言義会議事録（平成20年11月5日間催）  

「迅速・適切な救急医療の確保について」（救急医療対策協議会報告）  

（平成20年11月21日）  

平成21年度主要事項予算見積概要（抜粋）   

参考資料1  

参考資料2  

参考資料3  



三幸圭＿享  

平成20年度第3回 東京都周産期医療協議会名簿  

□協議会委員（13名）  

氏  名   所 属   職   備 考   

◎  岡 井  崇  昭和大学医学部教授   産婦人科   

○  楠 田  聡  東京女子医科大学母子総合医療センター教授   小児科  

有 馬  正 高  日本重症心身障害学会理事長   小児科  

中 林  正 雄  愛育病院院長   産婦人科  

杉 浦 正 俊  杏林大学医学部准教授   小児科  

林  瑞 成  都立墨東病院周産期センター産科部長   産婦人科  

瀧 川  逸 朗  都立大塚病院小児科部長   小児科  

大 橋  克 洋  東京都医師会理事  

田 中  政 信  日本産婦人科医会常務理事  

町 田 利 正  東京産婦人科医会会長  

山 村 節 子  日本助産師会東京都支部支部長  

伊 藤 博 人  東京消防庁救急部救急医務課長  

吉 井 栄 一 郎  福祉保健局医療政策部長  

口産科部会長・新生児部会長（2名）  

氏  名■   所 属  ．職   備 考  

杉 本 充 弘  日本赤十字社医療センター第一産科部長   産科部会長  

宇 賀 直 樹  東邦大学医学部教授   新生児部会長   

□要綱第6条による出席者（7名）  

氏  名   所 属   職   備 考  

島 崎 修 次  杏林大学医学部教授   救急医療対策笹議会会長  

松 田一 義 雄  東京女子医科大学母子総合医療センター教授   総合周産期センター代表  

綾 部 琢 哉  帝京大学医学部教授   総合周産期センター代表  

山 本  樹 生  日本大学医学部教授   総合周産期センター代表  

岩 下  光 利  杏林大学医学部教授   総合周産期センター代表  

小 林  剛  都立墨東病院院長   病院経営本部  

宮 澤  豊  都立大塚病院副院長   病嘩経営本部  



同井会長提供資料  

東京都周産謝医療協議会  

＜平成20年度第2回協議会のまとめ＞  

Ⅰ．搬送先の選定に時間を要し、患者さんが頭蓋内出血で亡くなられた事例の検討  

1．施設への聞き取り調査   

受け入れできなか？た理由（重複あり）  

iヾICU満床  3施設  

MFICU満床  2施設  

医師が対応できない状況  2施設  

脳外科医が当直していない   1施設  

感染症対応が不能  1施設  

2．搬送先選定に時間が掛かる原因  

①各ブロック毎に責任施設を決めているが、その施設のベッドが満床等の場合   

は他のブロックも含めて受け入れ可能施設を探すシステムになっている。  

（他になければ最終的に当責任施設で受け入れる）  

②総合周産期センターの負担が増しつつあり、充分な機能を果たす余裕のない   

状況が日常化している。   

・分娩を取り扱う施設が減少し、周産期センターの正常分娩が増加   

・搬送依頼数の増加（ハイリスク症例の増加、軽症例の搬送依頼の増加）   

・現場の担当医師（当直医）の負担が大きく、疲弊し離脱する者が出ている  

③トJICUのベッドが不足している。   

・10年前の見積もりより需要が高まっている   

・新生児担当医、看護師も不足している  

①母体救急受け入れ体制の整備が遅れている。   

・周産期医療体制の整備は搬送事例の80～90％を占める胎児・新生児救  

急を中心に行われてきた。   

・妊婦の救命救急に際しては胎児・新生児の緊急対応も必要であり、産科  

医、新生児医、救急医、関連各科の医師が揃っていなければならないが、  

現状では常時これに対応できる施設は限られる。  

3   



＜第3回協議会の検討事項＞  

1．ブロック内完結方式の是非の検討  

2．母体救急と胎児・新生児救急における搬送システムの分別化の検討  

3．情報のセンター化  

搬送コーディネーター、一般救急と周産期救急の情事艮、正確な患者情報の伝達等  

4．ブロック再編成の必要性の検討  

特に多摩ブロックと東部・東北部ブロックの強化について  

5．搬送先選定に時間を要した事例の報告制度の検討  

6．協議会決定事項の地域への周知の徹底策の検討   



母体搬送依頼についての受け入れの判断基準（案）  同井会長提供資料  

B．産科緊急疾患  

常位胎盤早期剥離  

重症妊娠高血圧症候群  

HELLP症候群・子痛 など  

A．妊産裾婦救命が必要  
意識消失   

バイタルサインの変化   

激しい腹痛・頭痛 など  

C．胎児・新生児管理のための緊急搬送  

緊急入院としてすべて受け入れる  
ベット満床一手術中などにかかわらず受け入れる  

（．n  

受け入れの第一窓口は産科医（暫定対応）  
受け入れの決定後に   

救急救命に連絡   

手術室に連絡   

NトCUに連絡   

病棟のベット確保  

状況により他院への再搬送、新生児のみの搬送もありえる  

W
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け－－トリ…  

東京都の周産期の搬送体制について  

現行の緊急搬送ルール（概要）   

◎搬送先調整担当   

各ブロックの総合周産期センター。総合周産期センターが存在しない区東北部は、  

区西北部の帝京大学が調整担当。多摩地域の新生児搬送は、八王子小児病院  

◎搬送先選定の流れ   

①一般通報  

・要請を受けた東京消防庁は搬送先調整担当に搬送先の調整を依頬し、又は、東京  

消防庁設置の端末を使用し、下記の選定方法により搬送先を検討する。   

・依頼を受けた搬送先調整担当は、下記の選定方法により搬送先の選定を行う。  

（∋転院搬送   

・搬送依頼を受けた周産期センターは、自院で受入れできない場合、空床のある  

他のセンターを紹介する。その際、搬送元医療機関の所在するブロック内の周  

産期センターを優先して紹介する。   

・それでもなお搬送先が決まらない場合は、搬送先調整担当に調整を依壊する。   

・依頼を受けた搬送先調整担当は、下記の選定方法により搬送先の選定を行う。  

◎選定方法   

○ 搬送元の医療機関が所在するブロツウ内の周産期センターを優先して選定を  

行う。   

○ ブロック内に空床がない場合、他ブロックの周産期センターに依頼する。   

○ それでもなお搬送先が決まらない場合は、搬送先調整担当が責任をもって対処  

する。   

○ 多摩地域においては、ブロック内で対応が困難な場合は、区部の当番病院（総  

合周産期センターの当番制）に受入れ・選定の応援を要請する。   

【現行の搬送ブロック】  

ブロック   担当区域   搬送先調整担当   

区南部  品川区、大田区   乗邦大大森  

昭和大学   

区中央部  千代田区、中央区、港区、  愛育病院   
文京区、台東区  

区東北部  荒川区、足立区、葛飾区   帝京大学（所在地は板橋区（区西北部））   

区西北部  豊島区、北区、板橋区、練馬区   日大板橋   

区東部  墨田区、江棄区、ラ工戸川区   墨東病院   
区西部  新宿区、中野区、杉並区   女子医大   
区西南部  目黒区、世田谷区、渋谷区   日赤医療センター   

多摩   市町村部   杏林大学（母体）  

八王子小児☆■（新生児）＊地域周産期センター  

※区部の総合周産期センターが当番制で受入  
れ・選定に協力   

※ 一般道報＝傷病者の発生地  転院搬送＝搬送元医療機関所在地   
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周産期搬送システム（搬送先選定の一元化）の取組例  
（各自治休担当者への電話による聞き取り）  

神奈Jl＝具   大阪府   千蓋県   札幌市   

lJ19．4．20（一試行  
卜】19．11．26～   

l」20．6～コーディネーター配置  
導入時期   卜119．11．1～本格実施  ※H19．10～母体搬送システム実施   H20．10～試行（年度内）   

設置場所   神奈川県政急医療中央情報センター   大阪府立母子保健総合医療センタ…   亀田総合病院総合周産期母子医療センター（20年度）   札幌市夜間急病センター内   

調整担当者の   事務系職員   医師   医療相談を行う事務職   助産師等   

職種等   （オペレーター）   （システム参加病院等のベテラン医師）   （ウロギネセンタ鵬（骨盤臓器脱治療）のコーディネ【  （患者受入情報オペレーター業務、患者相談窓口業務  
ターなどの相談業務経験あり）  を実施）   

調整担当者の   時間帯によリ2′一・・ノ5名   1名   

人数   ※計11名（木事真のため1名増員）   ※約15名の医師の当番制  1名   
2名  

※公募等によリ27名確保   人数   l：ら   ※計11名（一本事真のため1名増員）   ※約15名の医師の当番制  ※公募等によリ27名確保   

夜間・休日（コーディネ】ター対応）  平日9～17暗（コーディネーター対応）  
実施時間帯  24時間  ※それ以外の時間帯は、母子保健総合医療センターの    ※それ以外の時間帯は、病院の当直医師、助産師等  

医師が対応  が対応   

ーー 船う†娘価i喜   一舶・与†娘 b喜   一緒医療機関‥至急、・靂‾］釘 

基塵＿癌j昆i旦痘底ユ  p期緊 
i J．  

急医療システム参加病障（20年1月掃   医療圏内の暦産期母子医療センター及び同ウラ        寓著者入情報力ベレーケ】  
4旦痕院ユ   スの機能首持つ病隙（15病除）   （医療機関・救急隊・患者からの昭会に対して オペ   
」 」 レ一夕ーが受入メt可能な病院の情報を提供）   撒送依睡蓮絡  及息医 コ⊥ 吾純セン ▼－  ．   嚢総合医療センター   コントロールセン勺－（亀田総合病院）  

施）   （システム参加病院で受入不可のものについて、セン  （周産期センタークラス病院で受入不可のものについ  
※詳細は別紙図参照   ダーに連絡。センターの当直医師2名で対応できない場  

合に、コーディネータが選定作業を実施）  ※詳細は別紙図参照   
※詳細は別紙図参照   

電話（患者情報の1bリとりは、搬送元と搬送先の医師ど  牒賢≡  分娩施設からの依頼に基づき、基幹病院で調査票（様 式別紙）を作成し、救急医療中央情報センターヘFAX  電話による聞き取り（母子保健医療センターで受理票を 記入）  診療情報提供書をFAX  うしで行う）   

通常の救急医療中央情報センターの業務として、救急  

⊥般通潮への   情報システムの産科の応需情報を救急隊・地域情報セ   
一般通手引こは対応していない。   【般通報には対応していない。（産科医院等でいったん  夜間の救急隊による産婦人科の搬送は すべてオペ   

対応  ンター等に提供（直接、県民への対応は行っていな  受け入れた上で対応）   レータ一に照会することとしている。   

い。）  

により応需情報の確認  
・インタ¶ネット上の画面で周産期システムと救急システ ムの両方参照が可ムヒ   

救急医療病報  インタⅣネリト上の画面■で周産期システムと救急システ   
ンス丁ムの参照   周産期システムのみ参照  

三シ…、日ヒ  
ムの両方参照が可能  ・コ【ディネ一夕ーがシステム上に載らない毎日の詳細  需状況（○、△、×）を電話で確認し、第l優先、第2優  

等  応需情報を必要に応じ電話等により確認  先病院を設定  
・各病院の応需情報はFAX・EメMルで医療機関に情細  
提供（別紙参照）   

宰施形態  県医師会へ委託   府立母子保健総合医療センターへ委託   20年度は亀田総合病院に委託   市が直接実施   

・基幹病院の行う搬送調整業務のうち、電話連絡部分  ・コーディネーターは病院の部長クラスやOBなど   ・コーディネーターが周産期医療情報システム上に載ら  ・オペレーターがあらかじめ当日の各医療機関に応需情  
をオペレーターが行う。   ・コーディネーターの対応件数   ない毎日の詳細応需情報を必要に応じ電話等により確  報を確認し、受入可能病院を確保  

備考  
・平成19年度実績（19年4月20日～20年3月31日）   19年度（11／26～） 55件   認している。   ・H20．10実績  

照会件数 590件   20年度（～9月末）108件  三次病院への紹介件数 2件  
（特色等）  

案内件数 389件   ※期間中の母子保健総合医療センターの対応件数は  二次病院への紹介件数 26件  
搬送先案内率（案内件数／照会件数） 約66％  計401件  患者相談件数181件   ・周産期システム、救急医療システムは使用せず以‾F  ・オペレーターが毎日の各医療機関（三次、二次）の応  

〔壱＝ 考： 人口動態統計（平成18年）  

神奈川県   大阪府   千葉県   札幌市   東京都   

人口（千人）   8．710   8．642   5．999   1．889   12．405   



周産期救急受入医頼機関紹介業務調査票（産科応需用）  

救急医探中央・旧紬センター Fax O－】5・別2－88こ1－j （r】t】0、J5サ12－2287）  周産期救急受入機関紹介業務について   

1 目 的   
周産期救急医療システムにおける基幹病院では、分娩施設からの周産期救急患者   
を24時間休制で受け入れるとともに、患者の症例に応じた受入先の斡旋業務を行っ   
ているが、産科医師の確保が困難な中で、緊急の搬送依順の急増により、基幹病院   
の産科医師に多大な負担が生じていることから、県救急医療中央情報センターにお   
いて、患者の受け入れが可能な医療機関の紹介業務を行うこととし、基幹病院の産  
科医師の負担を軽減し、周産期救急医療体制の確保を図る。   

2 事業内容   

分娩施設からの周産期救急患者の搬送依頼について、基幹病院の指示のもと、県  
政急医療中央情報センターにおいて、周産期救急医療システム参加医療機関に対し  
て応需確認を行い、受入医療機関を紹介するためのオペレータを新たに確保する。  

く事業内容概要回＞  

FAX送信日時  年  月  日（）  時  分  

担当医  
基幹病院  

担当医  電話  
依構医療  

機 関   

1胎児数  単胎     双胎     双胎以上（児数  ）  

」 ＋ 膜性（DD・MD・MM・不明）  
2 子宮口の状態  関大  cl－1 展退  ％または  cl－1 頚管長  1－－1ュ1  

胎胸形成の有無 （有 ・ 無） その他（  

3 破水  無 ■ 有  

∋   
（釘愚者搬送  

④受入医療機関  

紹  介   

報告  ≒≒≒≒ゝ 介結果  

中央情報センター           ‾  ＼  

周産期救急愚者  

『  
分娩施設  

巨葦  

暗  く   月   日   時）  

羊水流出  （継続・ ほとんど無  

羊水混濁  （ 無・ 有 ）  

①救急患者搬送依頼  

cl11または羊水ポケット  cITl・ 不 明）   

（  g）  
cltl）」ナ（ c】11）  

1  ＞子宮内羊水塵（AF1  

4 推定児体重 （  g）（  g）   

羊水ポケット 」＋（  crn） 」十（  

00  

②受入医療機関   

紹介依煩  5 胎位  頭位 ・骨盤位・ その他（  

☆多胎の場合はそれぞれの胎位  

6 現在の治療  塩酸リトドリン 投与是  A X  l－－1／1－1・  

マグネシウム製剤 投与量  g伽r  l－－1／】－r  

神奈川j県救急医療  

その他  （  

7 子宮収縮  規則的       不規則  

」    分毎  」ト   ～  分毎  

8 胎心拍  異常なし     異常あり  

その他の  
基幹病院  

受入医療機関  協力病院  中核病院   

⑦受 診  、
 
 
 
－
 
 
 
，
 
 

【周産期救急医療≡シ／ステム参加医療機関】′  モニター所見 （D早発一過性徐脈  

②遅発一過性徐脈  

③変動一過性徐脈  

④基線細変動消失  

（参考）  

○ 神奈川県周産期救急医療システム  

ハイリスクの妊婦から新生児まで高度な医療水準により一国した救急医療体制を確保する仕組みと   

して県内を6ブロックに分けて運用している。医療機関の機能に応じて基幹病院（8病院）、中核病   

院（12病院）及び協力病院（11病院）が指定されており、基幹病院では24時間体制でブロック内での   

患者受入の悶盟を行うとともに、重症例を中心にあらゆる患者を受け入れる体制を確保している。  

○ 神奈川県救急医蹟中央情報センター  

封時間体制で消防木部等からの問い合わせに対して、救急患者の椰送が可能な医療1幾関の案内及び   

情報提供を実施している機関。  

9 臍帯動脈血流所見 ①異常なし ②中大脳動脈血流との逆転 ③途絶 ㊥逆流  

10 母体データ 発熱  無・有（  ℃）   ＼VBC  ／ltl CRP n－g／〔u  

血圧  ／  

1
1
ノ
 
 
 

喘息  （妊娠）高血圧症・（妊娠）糖尿病・前回帝王切開  

子宮手術既往・ 精神科疾患    感舅至症  
11母体合併症  無・有  

12 その他の情手持  



周産期救鳶雇虜システム参加病院一憶  
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‖臣一覧20隼】川l別里別阻  

くi⊃  

フ1⊃ック名  市町】寸   
川崎  川崎 ‾   

罰浜1  
桝浜     月沢r  
「肝 
偶所望市  

三浦半ぶ一  
逗子苛「 
幸福L山町   

弄ケ噂市  
平壌市  
つ郁「 
二宮町  

洞南  
【」旦旦昼前  
厚東帯 
雷耶軒 
1百町   
大和市  

県央北柏  涌壱名市  
布川町  
【肝   
小田原r】  

▼「覇雷雨帯‾‾‾  
山北町  
松田町  

西机              中井町 ＼井町  

▼【闇苗両‾‾  
【‾霜1師】  

拝斌町  

砂皿榊；；院（即＋罠拾1封什購川l甘干l聖Jノ竜センγ一【」）  

0りいl細；l症 tH）他l・ペ他1ぺ川綱川lヰ判別律．クー（12）  

△I（り川l！】ll  





匡至二頭  

千葉県の母体搬送発生時の連用  

FAX O4－7099－23ム7千薫県同産開搬送コントロー几センター電話＝0り0－Z478－0鋸3 zoの8咋7日Z柑柁日  

岡産開診療情報提供苦 茶 母体糀送発生戯告君  津 日 日  

紹介先施設  担当医師  

紹介元施設  担当医師  紹介事例発生（産婦人科、診療所、協力病院）  

凰  

2次医療圏内の地域周産期センタークラス施設 辻1Jへ連絡して下さい旺2）  

施設所在地 干葉県  市  電詰寄号  

依綿日時 200 年  月  日  時  分  

患者氏名  年前一才 生年月日 S・H  年  月  ヒl  

患者住所  電話番号  

妊娠過数一過＿日 分娩予定日 200＿年＿月Ⅶ日  初産・経産（ ）回  

診断 切迫早産・前期破水・前置胎蛭墓・妊娠高血圧症候群・胎児松能不全  
受入可能  受入不可  

ニー．  
現病歴  

二†二葉県致休搬送コントロールセンターl o90－2478－0883）へ連絡L・て下さい往3）  

ー  

・：モ   

＝1、一一ディネ一夕が受入可能施設の照会を行います。決定した受入施設を母体  
＿．」l  

搬送発生病院へ通知しますので、搬送受入病院へ連絡し、手続きを進めて下  

さい 

データ収集についてのお願い   

1）搬送元施設は周産軌告者診療情報提供書兼母体搬送報告書を作成し、診療情報提供書として患者と  

ともに搬送先病院へ持参させてください。また、必ずコピーを取り自院のカルテに保存するとともに、  

同報告書を千葉県周産期ネットワーク事業コーディネータ（F∧よ：0‘卜7099－2367）にファックスで報告  

してください。県外搬送でも報告をお願い致します。  

2）搬送受入施設では、同産期患者診療情報提供書兼母体棚逆鞘告書をカルテに保管し、到着時および  

退院時（分娩・転院・退院）に、受入病院記入欄を記入し、千葉県周産期ネットワーク事業コーディネ  

ータにファックスで報告してください。搬送元病院より提供書が送られてこなかった場合には、氏名、  

生年月日などの個人を特定できる内容は記赦せずに印告書をF付こして下さい。  

3）この内容については月報として印告いたし、県内の情報を皆様に提供するとともに今後の運営に役  

立ててまいりますのでご協力お願いいたします。  

往1） 周産期センタークラス病院－一輝参照  

狂2） 日常診療で良好な連携がとれていれば2次医療圏内に限りません。．  

注3） 周産期センタークラス病院が連絡不可能な場合には直接ご連絡下さい。  

平成20年10月1日より運用する  

1  

子宮収縮（なし・あり） 性器出血（なし・あり）  酬ホ合併症（なし・あり  

礪水（なし・あり：  月  日   時  分） 母体感染症（なし・あり  

使用豪訓（なし・あり：  至頁管所見： 至頁管長  cl¶  

児ほ定体重：  g 脂位：碩位・骨盤位・横位  

胎児心拍モニタリンク所見（異常なし・あり：  

′患者受入時報告記入欄  

入院時診断  

到着日時 200 年  月  日   時  分  

搬送方法 救急車・ドクターヘリ・消防防災ヘリ（  市）・自家用車・その他（  

患者経過最終報告記入欄   

最終診断  

転帰  □分娩   月  日（在脂   過  日） 出生体重  g  

新生児 □当院管理 口新生児搬送（ 月  日  病院へ 詳細：  ）  

ロ退院   月  日 口搬送元病院へ転院（ロ入院 口外莱）   ロ当院外来へ  

ロ他院へ再搬送   月  日 （詳細：   



【干葉県内の周産期母子医療センター及び同クラスの病院〕  

い、；：二」  

∴∵・‥一二・；・；」  

成田赤十字病  松戸市立疹  

．．い．∴・∴．   東京歯科大  
市川総合病  

ト十・－  

順天堂大学  
浦安病院  

（周産期医療施設一覧表）  

◇：全県（複数圏域）対応型周産期医療連携拠点病院   
（◆総合周産期母子医療センター）  

◎：地域周産期母子医療センター  
○：地域周産期センタークラスの病院  
★：全県（複数圏域）対応型小児医療連携拠点病院   
（小児中核病院等）   



虹旭届  
札幌市産婦人粗放魚医療対策1朗読会 中間報告（平成20年9月）〔抜粋〕  

策2］患者質入れ情報オペレーターの配置、患者相談窓口の設置  

（事業目的）産婦人相疾患に関して、市民からの相談に対応するとともに、治  

療が必要な患者の搬送先を短時間で選択することにより、適切な  

医療を迅速に提供する。  

（事業内容）①患者受入れ情報オペレター業務  

二九 ＝次医療機関からの当日の患者受入れ可否情報を定時  

に収集∑集約しておき、撤急悍や医療機関等から照会があっ  

た隈に、受入れが可能な医療機関の情報を提供する。  

②患者相談窓口業務  

専用回線により、産婦人科疾患を中心とした市民からの相談  

に対応する。相談内容に応じて、助言∑指導、受診勧奨、情  

報提供、または病院選定のうえ搬送手配などを行う。  

（実施方法）（D試行期間は20年10月～21年3月の6か月間とする。  

②1か月ごとに短期検証を行う。  

③担当者として助産師又は看護師を置〈が、3か月の検証結果に  

基づき、必要に応じて産婦人科医師を配置して試行を継続し、  

双方の結果を比較する。  

※ 綱引こ試行する根拠  

現在の夜間急病センターでは、看詮師が全診療科にわたる電話  

相談に対応していることから、次の段階とLて助産師等による産  

婦人科のみの相談対応を想定し、さらに次の段階として医師の配  

置による対応も想定することにより、段階的にそれぞれの効果を  

検証することが合理的と判断した。（医師の配置の必要性を検証す  

る場合、医師を先行して配置すれば、その状態が基本となって助  

産師等のみ配置の検証にバイアスを生じる懸念がある。また、医  

療においては特に常に費用対効果を検証する必要があり、この試  

行案はそれらについても検証するのに有効である。）  

一7【   



L二二扶」某ノ芯，」1＼し一㍑化11」ノ三E州－■ノ＼1一斗′J状ノーユL企＿プ芳し′】）式卜珂旧刊父  L＿ノミ］災忍」 ′‖．1江北Ilり生ソ1甘ノ＼↑二卜けし芯l上ゝプ肌′け先にヒjl11」区  

‖ 月 囁日（鞠）  ■l■1月  圏日（問）   
NICU  

医療墟閲名   受入  産 受入  更新時問   直様入力欄   

三次救急医療機関   
㊥本日の産科第1優先病院19時～翌朝7時  

［司時  

病院  ○  （⊃  

可分  

［司時  

病  〉〈  △  
匝］分  

週数不明）平日17暗から翌朝9時  

巨］時  

×  △  

［可分  

◎明日の未受診妊婦受入病院（24過以上36遍未満及び   

＿．．．．．▲  

手F   

［∃時  

〉く  

［可分  

準三次救急医療捜閑   

［］時  

細胞病院   ×  ×  

［可分  

「可時  
×  ×  

［可分  

NICU相  医療槌僧名   当受入   科受入  更新時間   直接入力糊   

二次救急医病没  関  
⑳本日の拠点病院 平日17時～翌 9時  

［司時  

病  
○  

［可分  

□時  

［コ分  

［コ時  

て当番病院）  
⊂］分  

唾の当番病院17暗～翌朝9時  

［可時  

邸独病院  
○  

降）平日17時から翌朝9時   

（当番病院）  

回分  

⊂］時  

（当番病院）  ［コ▲分  

［コ時  蘭轍病院  
（当番病院）  

※婦人科のみ  ［コね  

l  

なお、本日の情報オペレーターは、  

腱  齢  が担当いたします。   
なお、本日の情報オペレータ仙は、  

鷹取  唖担 が担当いたします。  



病  院  名   所  在  地   

言飾赤十字産院   東京都 葛飾区 立石「5－1l－12  

団体名（開設者）  

日本赤十字社  

5  地域周産期センター認定時から産科を標積していない  

【新生児部門】   該当部分に○   

1 ハイリスク新生児に対応しているく新生児特定集中治療室管理加算の対象）   0   

2 誓．讐禁欝琵琶讐苧驚対象とはならないが、箭生児相伝医師が動乱ており、  

3 新生児科専任医師は勤務していないが、常勤の小児科医又は産科医が新生児医療を担当  

4 現在、新生児医療の取扱いを休止中（下記項目について記萎のこと）  

・いつから休止しているか：  

・休止の理由：  

・新生児医療再開の見込み：  

5  地j或周産期センター認定時から新生児医療を取り扱っていない  

15   



0搬送受入の要請のあった件数及び♯送受入できなかった件数については、不明。  

搬送を受入れた件敦（件）  

※「新生児」には母体搬送後の出産児は含まない  
（）内は県外からの搬送塾（再掲）   

く 〉内はドクターカーによる搬送数（再掲）  

【】内はドクターヘリによる搬送致（再掲）   

送  68件   53件  

フ工  0件   件  

内  0件   0件  

訳   （自宅）4件  （自宅）44件   

搬送受入ができなかった件数（件）  3件   一   件   

理 由  （「喀）その他」の詳細）   

①NICUが満床であったため。  3件   一  件   

②MRCUが満床であったため。  0件   一  件   

③診療可能な医師がいなかったため。  0件   一  件   

径）その他  0件   一   件   

＝：＝：＝1：■さ：■ン⊃：・：＝：‥：＝㌍：＝‡      ・、・・ユ：′ン：・ゴ：＝＃・・・・エ・ノ・シく・；ごプジ～：こ：，・         ・＝ヾく主：＝‡二       ＝＝：＝雫こきさ＝＝：・く：∴、、タ：珂＝：■＝帝＝■：7    1■・■・きj＝ききき‡ミミ狩・・  ＝‡モミニニ＝＝：；：勘■・■ノ・■・■J＝く・：く・～ニ・÷と＝：三つ ＝宇‡≒言≡≡笹＝：   
労該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②①以外で日中、   （多 目働帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師徴】   ①周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  産科 

・産婦人科医師   分娩に関与する医師   ヽるが、当直等  
常勤医師数  

（研修医・レジデントを除く）   
5人   0人   事する産婦人  

ます。  
常勤の研修医・レジデントの数   2人   0人   0人   

非常勤医師   l．36人   0人   0人   

ヽ否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   
（1週間につき概ね32時間以上）を満たして就業する者  

常勤医師敬  
（研修医・レジデントを除〈）   

5人   を「常勤」という。  
※非常勤医師については、豊艶換羞とする。（職務に従  

常勤の研修医■レジデントの数   0人   事した非常勤医師の1週間の勤務時間合計を当琴施  
設の通常の1週間の勤務時間で除した数）  

非常勤医師   8．1人   0人   

【医師の当直体制】   産科   新生児科（N【CU）   

平日の夜間   2人   1人   

土曜日の昼間   2人   l人   

土曜日の夜間   2人   l人   

日曜日の昼間   2人   1人   

日曜月の夜間   2人   1人  



匝転  
周産期母子医療センターの現況について  

【様式1】  
センター（各病院ごとに作成すること）  

病  院  名   所  在  地   

■  愛育病院   子                 愛育会  頁京都淳匡育忘右5丁目昌蕃白号   

団体名（開設者）  

社会福祉法人恩賜財団母  

＿＿－‥【＿＿．＿．．，1「一＿＿」‥，h＿【「．．．＿．＿⊥、⊥＿⊥∴、  

・ 

※  ・「年間延利用日教」欄は、開設日敬一未利用日数ではなく、   
ベッド毎の年  

ガニラ丙l芥こ甲j用辛  

1DO％を超える      場合はそのまま記鼓し、100％止まりで集計する場合はその旨を記鼓して下さ  

17   



新生児   母体   ※「新生児」には母体搬送彼の出産児は含まない  

搬送受入の要請のあった件数（件）  17件   208件   

搬送を受入れた件数く件）  15件   77件  

（  2 件）  （  （）内は県外からの搬送数                             5 件）  

く  0 件〉  く   0  件〉  く 〉内はドクターカーによる搬送敏  

【   0  件】  【  0  件】  【】内はドクターヘリによる搬革数   

①：総合周産期母子医療セン1卜   年   2件  

搬  件   5件  

送  15件   46件  

フt  
診療所   件   17件  

内  件   件  

訳  件   7件   

搬送受入ができなかった件数（件）  2件   131件   

理 由  （「④その他」の詳細）1産科以外の合併症に対する専門診療．科がないため 2母体の全   
身状態が極めて不良で、当院は救命科がないため 3 他の搬送先が見つかったため   

①N【CUが満床であったため  2件   111件  

②MRCUが満床であったため  0件   5件   

③診療可能な医師がいなかったため  0件   0件   

④その他  0件   申年  

※医師数については、先般緊急にお伺いした内容と重複しますが、再度ご記入をお願いいたします。   

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②①以外で日中、   
【産科部門の医師数】   （D周産期センター（産科）の    ③ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日   専任医師  産科診療（分娩）に従事する  産科 

・産婦人科医師   分娩に関与する医師   ＼るが、当直等  

常勤医師致  
（研修医■レジデントを除く）   

6人   0人   従事する産婦人  
ます。＊後期研  

研修医・レジデントの致   7人   0人   トとして記載し  

非常勤医師   0人   03人   1．4人   

ヽ否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   

常勤医師数  
（1週間につき概ね32時間以上）を満たして就業する者  

（研修医・レジデントを除〈）   
6人   を「常勤」という。  

※非常勤医師については∴監勤換量とする。（職務に従  
研修医・レジデントの数   2人   事した非常勤医師の1週間の勤務時間合計を当該施  

設の通常の1週間の勤務時間で除した致）  
非常勤医師   0人   0人   

【医師の当直体制】   産科（MFICU）   新生児科（NICU）   

平日の夜間   2人   1人   

土曜日の昼間   2人   1人   

土曜日の夜間   2人   1人   

日曜日の昼間   2人   1人   

日曜日の夜間   2人   1人   
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E様式1ヨ  ※速報値のため、精査の過程で  
データが一部修正される可能性が  
あることに留意厭います。  座合周産期母子医療センター（各病院ごとに作成すること）  

病  院  名   所  在  地   

子                   愛育会   愛育病院   東京都誇区南麻布5丁巨］6書8号  

団体名（開設者）  

社会福祉法人恩賜財団母  

※「年間延利用日数」欄は、開設日敬一未利用日数ではなく、  
ベッド毎の年間延利用日数の合計を記入すること。  

ン渠ラ丙床利用辛＝‾臼†qノ＼狂元思有敢X＝」U‾「す丙口こ款  

100％を超える場合はその富ま記狂し、†00％止まりで集言十する場合はその旨を記鼓して下さ  

年間廷利用日数（日）  

平均入院期間（日）  

一 最大入院期間（日）  

病床利用率（％）  

年間利用案人員（人）  
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′ひ   一つ．  

新生児   母体  ※「新生児」には母体搬送後の出産児は含言ない  

搬送受入の要請のあった件数（件）  17件   20B件   

搬送を受入れた件数（件）  15件   7了件  

（  2 件）  （  （）内は県外からの搬送数                             5 件）  

く  0 件〉  く  0  件〉  〈 〉内はドクターカーによる搬送数  

【  0  件】  【  0  件】  【】内はドクターヘリによる搬送数   

①：総合周産期母子医療センター   件   2件  

搬  件   5件  

送  15件   46件  

フ亡  
診療所   件   丁7件  

内  件   件  

訳  
その他／不明   件   7件   

搬送受入ができなかった件数（件）  2件   131件   

理 由  （r㊨その他」の詳細）1産科以外の合併症に対する専門診療科がないため 2母体の全   
身状態が極めて不良で、当院は救命科がないため 3 他の搬送先が見つかうたため   

（DNICUが満床であったため  2件   111件  

②MRCUが満床であったため  0件   5件   

③診療可能な医師がいなかったため  0件   D件   

④その他  0件   15件   

…；…＝…・：；■：＝   ∴：i‘妻 

逓   葦；・：－・・：▲’＝・－、：‥∴－■  詣珪露翫壷流麗姦震露麗施療請露 

※医師数については、先般緊急にお伺いした内容と重複しますが、再度ご記入をお願いいたします。   

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②①以外で日中、   （∋ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   ①周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  産科 

・産婦人科医師   分娩に関与する医師   ＼るが、当直等  
常勤医師致  

（研修医・レジデントを除く）   
6人   0人   事する産婦人  

す。＊後期研  
研修医・レジデントの数   7人   0人   トとして記載し  

非常勤医師   0人   03人   l．4人   

＼否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   
（1週間につき概ね32時間以上）を満たして就業する者  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

6人   を「常勤」という。 ※非常勤医に 
師ついては、盈勤適量とする。（職務に従  

研修医「レジデントの致   2人   事した非常勤医師の1週間の勤務時間合計を当該施  
設の通常の1週間の勤務時間で除した数）  

非常勤医師   0人   0人   

【医師の当直体制】   産科（M口CU）   新生児科（NICU）   

平日の夜間   2人   1人   

土曜日の昼間   2人   1人   

土曜日の夜間   2人   1人   

日曜日の昼間   2人   1人   

日曜日の夜間   2人   1人   
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E様式1∃  
総合周産期母子医療センター（各病院ごとに作成すること）  

病  院  名   所  在  地   

東京女子医寺斗大字病院   東京都新宿区河田町8蕃丁号   

団体名（開設者）  

芋技法人 夏京女子医科大  
空事長 吉岡 博光  

‥● 
‥ 

※「年間延利用日数」欄は、開設日数一乗利用日数ではなく、   
′ミ．  

※病  
100％を超える場合はそのまま記載し、100ウi止まりで集計する場合はその旨を記載して下さ   

21   



新生児   母体   ※r新生児」には母体搬送後の出産児は含まない  

搬送受入の要請のあった件数（件）  33 件   344 件   

搬送を受入れた件数（件）  26 件   126 件  

（  0 件）  （  （）内は県外からの搬送数                               0 件）  

〈  0 件〉  （  0 件〉  く・〉内はドクターカーによる搬送数  

【  0 件】  【  0 件】  【】内はドクターヘリによる搬送数  

（D：総合周産期母子医療センター   0 件   2 件  

搬  0 件   7 件  

送  24 件   109 件  

フ亡  0 件   0 件  

内  0 件   0 件  

訳  2 件   
（自宅7件／その他3件）  

搬送受入ができなかった件数（件）  7 件   218 件   

理 由  （「④その他」の詳細）   

①NICUが済床であったため  7 件   218 件   

②M円CUが満床であったため  0 件   0 件   

③診療可能な医師がいなかつたため  0 件   0 件   

④その他  0 件   0 件   

妻妻ヰ瀬音麺軸奉蓉棄繋家業車襲年番顛奉読蕗注稟軽蕪車    横軸嘩障壁麿酪洋嵩＝：≡  ■■、■‾■′こ；′ 
．．．   

※医師数については、先般緊急にお伺いした内容と重複しますが、再度ご記入をお厭いいたします。   

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②①以外で日中、   ③ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医・師数】   ¢周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  産科・産婦人科医師  従事しないが、当直や緊急時に  分娩に関与する医師  診療や不妊治  

るが、当直等  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

10 人   10 人   事する産婦人  
す。  

研修医・レジデントの数   2 人   3 人   3 人   

非常勤医師   0 人   0 人   0 人   

否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   （1週間につき概ね32時間以上）を満たして就業する者  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

7 人   を「常勤」という。  
※非常勤医師については∴監勤．換量とする。（職務に従  

研修医りノジデントの致   0 人   事した非常勤医師の1週間の勤務時間合計を当該施  
設の通常の1週間の勤務時間で除した数）  

非常勤医師   0 人   0 人   

【医師の当直体制】   産科（MFICU）   新生児科（NrCU）   

平日の夜間   3 人   い－2 人   

土曜日の昼間   3 人   1一｝2 人   

土曜日の夜間   3 人   1一一2 人   

日曜日の昼間   3 人   1′｝2 人   

日曜日の夜間   3 人   1－2 人   

丁
 
 
 



臣様式1】  
ター（各病院ごとに作成すること）  

宿  戸売  名   所  在  地   団体名（開設者）  

学校法人 昭和大字  

0月28日現在または把握可  院の現況（平   

※一般病床とは、精神病床、感染症病民、結核病床を除いた病床を指Lます。  85：〕床（うち一般病床 853 床）  

口内科 暮呼吸器内科 ■循環器内科 ■消化器内科 □腎粒内科 ■神経内科 ■糖尿病内科・口血液内科  
■皮膚科 ■アレルギー科 tリウマチ科 ■感染症内科 ⊥小児科 口外科 ■心醸血管外科 工脳神経外科  
■整形外科 ■小児外科 □産婦人科 □放射線科 ■麻酔科1病理診断料 ■臨床検査料1救急科  
■その他（代謝内科、内分泌内科、腫瘍内科、精神科、肛門外科、消化器外科、乳腺外科、内分泌外科、  
呼吸器外科、リハビ肝－ション科、形成外科、美容外科、産科、婦人科、茸鼻咽喉科、気管・食道外科、眼科、  
泌尿器科、性病科、放射線診断料、放射線治療科、歯科）  

裸携診療科名  

□指定されていな  
■指定されている  い  救急救命センター  の指定状況  

ロ有り（  台）  

■無し  
ドクターヘリ保有の有無  

1台）うち新生児専用車而（  0 台）  
ドクターカー保有の有無  

NTCUに併設された  ④MF】CUに併設された  

産科の回復期治療室   （後方病室）  

床（②、④を除く  
院内の産科病  

f妄1  

病床数等  新生児の回復期治療  
5≧  

（いわゆるGCU）  

②MFICU  

75床（婦人科含  
む）   

病床数（床）  

集中治療室管理料の届出病床数（床）  うち診療報酬上の総合周産期特定  

i  套              酎醸タ綽¢蕪     強酸打              嚢  

病床  NICU  MFICU  

年間延利用日数（日）  3198日  ※「年間延利用日数」欄は、開設日敬一未利用日数ではなく、                 1704日                   ベ  
ッド毎の  

平均入院期間（日）  20．9日  12．0日   

最大入院期間く日）  90日  70日   

：方てす丙Ⅰ不、不り  

病床利用率（％）  97．10％  77．．60％                   100％を超     える場合はそのまま記載し、川0％止まりで集計する場合はその旨を記載して下さ  
し＼   

年間利用案人員（人）  153人  142人   
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Iじ■・     、■・ニ  

新生児   母体   ※r新生児」には母体搬送後の出産児は含まない  

搬送受入の要請のあった件数（件）  24件   232牛   

搬送を受入れた件数（件）  24件   62件  

（  2件）  （  （）内は県外からの搬送敢  

く  0件〉  く  0件〉  〈 〉内はドクターカーによる搬送数  

【  0件】  【  0件】  【■】内はドクターヘリによる搬送致   

①：総合属産期母子医療セント   †件   4件  

搬  3件   1件  

送  】9件   52件  

フt  0件   0件  

内  0件   0件  

訳  
その他／不明   1件   5件   

搬送受入ができなかった件数（件）  0件   170件   

理 由  （「④その他」の詳細）   

（DNICUが満床であったため  0件   69件  N】CUおよぴM円CUが満床であったため   

（∋MFICUが満床であったため  0件   25件   

③診療可能な医師がいなかったため  0件   0件   

④その他  0件   76件   

■藩顛額簗瀬料鮭塵強拘蜃軽薄秘硝  ：：；J㌻：：ニ：こ二く：：；     ：・さ：＝；：・）：・：： ＝▲：ヽ・：・   

※医師数については、先般緊急にお伺いした内容と重複しますが、再度ご記入をお願いいたします。   

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②圧）以外で日中、   ③ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   ①周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  産科 

・産婦人科医師   分娩に関与する医師   るが、当直等  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

13人   0人   事する産婦人  
す。  

研修医・レジデントの致   2人   0人   2人   

非常勤医師   0人   0人   0人   

否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   （1週間につき概ね32時間以上）を満たして就業する者  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

8人   を「常勤」という。  
※非常勤医師については∴監勤換墓とする。（檻務に従  

研修医・レジデントの致   2人   事した非常勤医師の1週間の勤務時間合計を当該施  
設の通常の1週間の勤務時間で除した数）  

非常勤医師   0人   0人   

【医師の当直体制】   産科（M円CU）   新生児科（N【CU）   

平日の夜間   3人   1人   

土曜日の昼間   3人   1人   

土曜日の夜間   3人   1人   

日曜日の昼間   3人   1人   

日曜日の夜間   3人   1人  



臣様式1】  

センター（各病院ごとに作成すること）  

病  院  竜   所  在  地   

イ  夏邦大字医療センター大森病院   東京都大田区大森西6－＝－l   

団体名（開設者）  

早坂法人 烹邦大学 理事長  
博  

● 

・ 

・ 

． 

※「年間笹     利用日数」欄は、開設日敬一未利用日数ではな〈、   
ベッド毎の年間延利用日数の合計を記入すること。  

光子丙【茶利庁】李＝‾‾日干q人R元思苛烈XIUUTラ丙［不軌   

1Dロ％を超     える場合はそのまま記載し、10D％止まりで集計する場合はその旨を記載して下さ  
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（）内は県外からの搬送数   

〈 〉内はドクターカーによる搬送数  

【】内はドクターヘリによる搬送数   

送  37件   67件  

フt  
0件   0件  

内  0件   

訳   
その他／不明  2件   5件   

搬送受入ができなかった件数（件）  17件   卑   

理 由  （「径）その他」の詳細） 概ね、N【CU満床による   

①NICUが満床であったため  件   件   

②MRCUが満床であったため  件   件   

③診療可能な医師がいなかったため  件   件   

④その他  件   件  

；．；ン：：： ：：〉．：：  

童．宣藩蔚嘩軸華車精薄廃村軸担軒軽重穣    垂碑捌酌韓瑚堆…ぎ妻≡ ・＝′て・：ノ‥‘笹＝≠＝ニニ：   

※医師数については、先般緊急にお伺いした内容と重複しますが、再度ご記入をお願いいたします。   

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②①以外で日中、   ③ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   ①周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  産科 

・産婦人科医師   分娩に関与する医師   ＼るが、当直等  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

12人   0人   事する産婦人  
す。  

研修医・レジデントの致   10人   0人   10人   

非常勤医師   0人   0人   0人   

＼否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   
（1週間につき概ね32時間以上）を満たして就業する者  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

5人   を「常勤」という。  
※非常勤医師については、盈勤塵墓とする。（職務に従  

研修医・レジデントの数   D人   事した非常勤医師の1週間の勤務時間合計を当該施  
設の通常の1週間の勤務時間で除した数〉  

非常勤医師   1人   0人   

【医師の当直体制】   産科（MRCU）   新生児科（NICU）   

平日の夜間   3人   l～2人   

土曜日の昼間   3人   1－2人   

土曜日の夜間   3人   l～2人   

日曜日の昼間   3人   1～2人   

日曜日の夜間   3人   l－2人  



E様式1】  
センター（各病院ごとに作成すること）  

病  院  名   所  在  地   

悪                 、頒   日本赤十字社医療センター   東京都渋谷区広尾4－1－22   

団体名（開設者）  

日本赤十字社 社長 近衛  

● 

・ 
・ 

●  

●  

※「年間延利用日数」欄は、開設日数一夫利用日数ではなく、   
ベッド毎の年間延利用日数の合計を記入すること。  

※病床利用享＝一日平均入院患者数×100÷病床数   
100‰を超える場合はそのまま記載し、100％止まりで集計する場合はその旨を記載して下さ  
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新生児   母体   ※「新生児」には母体搬送後の出産児は含まない  

搬送受入の要請のあった件数（件）  195件   362件   

搬送を受入れた件数（件）  137件   185件  

（  件）  （  （）内は県外からの搬送致                            11件）  

く  0件〉  く  0件〉  く 〉内はドクターカーによる搬送数  

【  0件】  【  0件】  【】内はドクターヘリによる搬送数   

①：総合周産期母子医療センター   23件   9件  

搬  18件   7件  

送  

7に  94件   158件  

内  

訳  
その他／不明   2件   11件   

搬送受入ができなかった件数（件）  58件   177件   

理 由  （「⑥その他」の詳細）   

（DN【CUが満床であったため  58件   

注）NfCU及びMRCUについては、搬送の受け入れができない理由として、病床が満床の場合  
0件        がほとんどです．また、医師が他の症例を対応中の場合もありますが、い〈つかの要因が重な  
りその時、その状況において搬送が受け入れられない場合があります。つきましては、明確な   

②MRCUが満床であったため  0件   177件      数値を割り振ることが困難なことから、左記の記載といたしました。但し、当センターは診療可  
能な医師がいない理由で、搬送が受け入れられないことはありません。   

③診療可能な医師がいなかったため  0件   0件   

（参その他  0件   0件  

※医師数については、先般緊急にお伺いした内容と重複しますが、再度ご記入をお願いいたします。   

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②①以外で日中、   ③ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   

産科・産婦人科医師   
①周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する    従事しないが、当直や緊急時に  分娩に関与する医師  診療や不妊治  

＼るが、当直等  

常勤医師散  
（研修医・レジデントを除く）   

11人   0人   従事する産婦人  
ます。  

研修医・レジデントの数   12人   0人   0人   

非常勤医師   0人   0人   0人   

＼否かといった  

【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   
小児科医   

（1週間につき概ね32時間以上〉を満たして就業する者  
常勤医師数  

（研修医・レジデントを除く）   
6人   を「常勤」という。  

※非常勤医師については、藍勤換量とする。（職務に従  
研修医・レジデントの数   1人   草した非常勤医師の1週間の勤務時間合計を当該施  

設の通常の1週間の勤務時間で除した数）  
非常勤医師   人   0人   

【医師の当直体制】   産科（MFICU）   新生児科（N【CU）   

平日の夜間   3人   1人   

土曜日の昼間   3人   1人   

土曜日の夜間   3人   1人   

日曜日の昼間   3人   1人   

◆日曜日の夜間   3人   1人   
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E様式1∃  

病 院 名   所  在  地   

青京大竿医学部附属稲   東京都板橋区加賀2－11－1  

団体名（開設者）  

学校法人   

卸転享瑠璃       廃疾卦寺≒  

病床  NICU  MFICU  

年間延利用日数（日）  4269日  ※「年間延利用日数」欄は、開設日敏一未利用日数ではなく、                2544日                 ベこ 
ッド毎の年間廷利用日数の合計を記入すると。  

平均入院期間（日）  21．6日  8．8日   

最大入院期間（日）  365日  109［】   

カニす丙休刊斤‡幸＝‾目上㌣〇リノ＼巨元思有敢六1UUT柄掃こ敢  

病床利用享（％）  97．70％  70．00％                 100％を超える場合はそのまま記載し、100％止まりで集計する場合はその旨を記載して下さ  
】．1   

年間利用案人員（人）  198人  289人   
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こ一少  

新生児   母体   ※「新生児」には母体搬送後の出産児は含まない  

搬送受入の要請のあった件数（件）  45件   438件   

搬送を受入れた件数（件）  35件   123件  

（  0件）  （  （）内は県外からの搬送数                             16件）  

く  0件〉  く  0一〉  〈 〉内はドクターカーによる搬送数  

【  0件】  【  0件】  【】内はドクターヘリによる搬送数   

①：総合周産期母子医療センター   l件   5件  

搬  0件   3件  

送  件   件  

フて  
診療所   2  件  10ヰ  件  

内  件   件  

訳  
その他／不明   2件   11件   

搬送受入ができなかった件数（件）  10件   315件   

理 由  （「＠その他」の詳細）手術室使用中により手柏不可のため2件、精神神潅科との併診不可   
2件、救命救急センター満床1件、無痛分娩を希望1件、週数が20週未満2件、入院患者  

①NICUが満床であったため  9件   288件        （即入院）の処置中1件   

（aM円CUが満床であったため  0件   柑件   

（∋診療可能な医師がいなかったため  0件   0件   

④その他  l件   8件  

メ 
・：・：ノく・’・・．さ・・：・廿・ノ・′・  

※医師数については、先般緊急にお伺いした内容と重複しますが、再度ご記入をお願いいたします。   

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②①以外で日中、   
【産科部門の医師数】   ①周産期センター（産科）の    ③ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日   専任医師  産科診療（分娩）に従事する  産科1産婦人科医師  従事しないが、当直や緊急時に  分娩に関与する医師  診療や不妊治  

＼るが」当直等  
常勤医師数  

（研修医・レジデントを除く）   
9人   l人   事する産婦人  

す。  
研修医・レジデントの数   2人   2人   0人   

非常勤医師   0人   1人   0人   

＼否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児料の専任医師   

小児科医   

常勤医師数  
（1週間につき概ね32時間以上）を満たして就業する者  

（研修医・レジデントを除く）   
6人   を「常勤」という。  

※非常勤医師については、豊艶換量とする。（職務に従  
研修医・レジデントの数   1人   事した非常勤医師の1週間の勤務時間合計を当該施  

設の通常の1週間の勤務時間で除した数）  
非常勤医師   0人   0人   

【医師の当直体制】   産科（M口CU）   新生児科（Nに∪）   

平日の夜間   2－3人   1人   

土曜日の昼間’   2・－3人  午酎2時きでは6人、午後12以降1人   

土曜日の夜間   2～・3人   1人   

日曜日の昼間   2～3人   1人   

日曜日の夜間   2～3人   1人   
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E様式∃∃  

病  院  名   所  在  地   

日本犬宇医学部附属板橋病院   東京都根橋区大谷口上町30番1号   

団体名（開設者）  

学校法人日本大字  

0月Z8日現在また  

※一般病床とは、精神病床、感染症病床、結核病民を除いた病床を指します。  l．037  床（うち一般病氏 982 床）■  

■内科 ■呼吸器内科 ■循環器内科 口消化器内科 □腎臓内科 ■神経内科 □糖尿病内科 ■血液内科 ■皮  
膚科  
ロアレルギー科 ロリウマチ科 □感染症内科 口小児科 ■外科 口心臓血管外科 ■脳神経外科 ■整形外科  
t小児外科1産婦人科 ■放射線科1麻酔科 ■病理診断料 □臨床検査料 ■救急科 tその他（ 腎臓・内  
分泌内乱糖尿病代謝内科，消化器・肝臓内科．心療内科，漢方内科，小児内科．新生児内科，精神科，消化器外  
科，心臓外札血管外科，呼吸器外科，乳腺・内分泌外科，形成外科，リハビリテーション軋泌尿器科，耳鼻いんこう  
科一眼科，痔痛緩和外科．歯科口腔外科  ）  

裸梧診療手斗名  

□指定されていな  
t指定されている  い  

救急救命センター   
の指定状況  

ドクターヘリ保有の有無  

1 台）うち新生児専用亨両（ 0  台）  
ドクターカー保有の有無  

NICUに併設されナ＝  
唾）MF】CUに併設された  

産科の回復期治療室   （後方病室）  

床（②、⑥を除く  

院内の産科病  
戻）   

病床数等  新生児の回復期治療  
呈  

（いわゆるGCU）  

②MFICU  

病床数（床）  

うち診療報酬上の監合席産期特定  
集中治疫空曹理料の届出病床数（床）  

病床  NICU  MFICU  

年間延利用日数（日）  3．9ロ1日  ※「年間延利用日数」欄は、開設日致一未利用日数ではなく、                 】．841日                   ベ  
ッド  

平均入院期間（日）  23．5日  4．7日   

最大入院期間（日）  366日  62日   

：尽こす丙拓  

病床利     用享（％）  89．17％  55，56ウム                   10D弓乙を超える場合はそのまま記載し、100％止まりで集計する場合はその旨を記載して下さ  
l．＼   

年間利用案人員（人）  】79人  389人   
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（）内は・県外からの搬送数   

く 〉内はドクターカーによる搬送数  

【】内はドクターヘリによる搬送数  

送  40件   ＊この行は一般の病産院（助産院を含む）d数字です。   

アC  件（不明）   件（不明）  

内  件（不明）   件（不明）  

訳   
その他／不明   2件   件（不明）   

搬送受入ができなかった件数（件）  32件   134件   

理 由  （「㊨その他」の詳細）   

①N【CUが満床であったため  32件   114件   

②MRCUが満床であったため  0件   19件   

③診療可能な医師がいなかったため  0件   0件   

④その他  0件   l件   

・－・・ 
詩壌煎蜂軽率蕪打鍵華纏斬擁薄譲嬢  

※医師数にういては、先般緊急にお伺いした内容と重複しますが、再度ご記入をお願いいたします。   

※該当者なしの瘍合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②（D以外で日中、   ③ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   ①周産期センター（産科）の   専任医師           産科診療（分娩）に従事する  産科 

・産婦人科医師   分娩に関与する医師   ＼るが、当直等  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

9人   9人   走事する産婦人  
ます。  

研修医りノジデントの敬   1～3人   l一｝3人   1←3人   

非常勤医師   0人   1人   0人   

＼否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   
（1週間につき概ね32時間以上）を満たして就業する者  

常勤医師数   
（研修医・レジデントを除く）′  

10人   を「常勤」という      3人       ○  

※非常勤医師については、豊励適量とする。（職務に従  

研修医・レジデントの数   0人   事した非常勤医師の1週間の勤務時間合計を当該施  
設の通常の1週間の勤務時間で除した敷）  

非常勤医師   2人   0人   

【医師の当直体制】   産科（M口CU）   新生児科（N【CU）   

平日の夜間   3人（他オンコールl人）   1人（他オンコール1人）   

土曜日の昼間   3人（他オンコール1人）   1人（他オンコール1人）   

土曜日の夜間   3人（他オンコール1人）   1人（他オンコール1人）   

日曜日の昼間   3人（他オンコール1人）   l人1他オンコール1人）   

日曜日の夜間   3人（他オンコール1人）   l人（他オンコール1人）   
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E様式1ヨ  
ター（各病院ごとに作成すること）   

病  院  名   所  在  地   

吾誇大学匠宇部付属病院   烹京都三鷹市新川6丁目20書2号   

団体名（開設者）  

8 日現在また  10月2   

1．153」戻（うち一般病床1．121床）  ※一般病床とは、精神病床、感染症病床、結核病床を除いた病床を指します。  

■内科【コ呼吸器内科 □循環器内科 口消化器内科 □腎臓内科 ■神経内科 口絵尿病内科 □血液内科 暮皮  
膚科  
ロアレルギー科 ⊥リウマチ科 □感染症内科工小児科口外科 ■心臓血管外科t脳神経外科t整形外科  
■小児外科 □産婦人科 t放射線科 暮麻酔科 □病理診断料 □臨床検査料 □救急科 ■循環器科 ■精神科  
丁外科 ■形成外科 ■泌尿器科 ■眼科 ■耳鼻咽喉科■歯科口腔外科 ■リハビリテーション科 ■美容外科  
■呼吸器科 ■呼吸器外科 ■消化器科 ■産科 ■婦人科 □その他（  ）  

標複診療科名  

■指定されている  
□指定されていな  
し＼  

救急救命センター  の指定状況  

ドクターヘリ保有の有無  

1台）うち新生児専用車両（ 0 台）  
ドクターカー佳肴の有無  

N】CUに併設された  

産科の回復期治療室  
喀）MF】CUに併設された    （後方病琶）  

病床数等  床（②、④を除く  
院内の産科病  

庄1   

室  
新生児の回復期治療      （いわゆるGCU）  

②MRCU  

病床数（床）  

うち診療報酬上の紀合周産期待定 集中治療室管理料の届出病床数（床）  

※「年間延利用日数」欄は、開設日致一夫利用日数ではなく、   
ベッド毎の年間延利用日数の合計を記入すること。  

：氷ヲ丙床刊月〕辛＝‾日干q∧R元思有敢X】UUr‾う丙1不：瓢   

100％を超     える場合はそのまま記載し、100覧止まりで集計する場合はその旨を記鼓して下さ  
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（）内は県外からの搬送数   

〈   3 件〉   

【】内はドクターヘリによる搬送数  

送  之3件  、ゝ  9一件  

フt  
診療所   0件  件  

内  0件  件  

訳   
その他／不明   1件   →自宅より   

搬送受入ができなかった件数（件）  40件   247件   

理 由  （r⑥その他」の詳細）   

外来へ紹介してもらう（2件） 近くの対応可能な病院を紹介（6件） 連絡があったがその後  
①N【CUが満床であったため  37件   18B件            自院で見ると連絡あり（2件） 連絡があったが他院にきまる（5件）  

よ母体の①と②は重複あります   
②MRCUが満床であったため  0件   チ2件   

③診療可能な医師がいなかったため  3件   3件   

⑥その他  0件   15件   

き室＝壬‡擬妻室密麺嗜桓華拉杢頭顛掛軸桓軒拝軸猿         ．；こユ｝：：～：：：－‘■■■    時報極値軸鱈堆二隼鮮畠栄辱詣   

※医師数については、先般緊急にお伺いした内容と重複しますが、再度ご記入をお願いいたします。   

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②①以外で日中、   ③ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   （か周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  産科 

・産婦人科医師   分娩に関与する医師   ＼るが、当直等  

常勤医師致  
（研修医・レジデントを除く）   

5人   0人   事する産婦人  
す。  

研修医・レジデントの数   2人   0人   2人   

非常勤医師   0人   0人   0人   

＼否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   
（1週間につき概ね32時間以上）を満たして就業する者  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

7人   を「常勤」という。  
※非常勤医師については、豊艶換量とする。（職務に従  

研修医・レジデントの数   0人   事した非常勤医師の1週間の勤務時間合計を当該施  
設の通常の1週間の勤務時間で除した数）  

非常勤医師   0人   0人   

【医師の当直体制】   産科   新生児科（Nに∪）   

平日の夜間   2人   之人   

土曜日の昼間   2人   2人   

土曜日の夜間   之人   2人   

日曜日の昼間   2人   2人   

日曜日の夜間   2人   2人  



E様式1】  
総合周産期母子医療センター（各病院ごとに作成すること）   

病 院 名   所  在  地   

貢京如墨東病院   烹京都墨田区江京橋4－23－】5   

●  
・・・ ・ 

． 

TT 

●  

●  

†新生児特定集中治療室管理料12戻  

＝豆   （平準  

NICU  MFICU  

4，359日  l※「年詣    吊延利用日敦」編は、蘭設日数一乗利用日数ではなく、         2．074日          ベ 
ッド毎の年間延利用日数の合計を記入すること。  

21．8日  10．1日    ※平均入院期間＝年間延利用日数÷年間利用人員  

90日  】4日  

；氷柄掃こ利用革＝‾ロー千村人世元思有賀丈六IUUT柄掃こ軌  

99．20％  63．00％          100％を    超える場合はそのまま記載し、川0％止まりで集計する場合はその旨を記載して下さ  
l．＼  

200人  206人   

年間延利用日数（日）  

平均入院期間（日）  

最大入院期間（日）  

病床利用率（％）  

年間利用実人員（人）  
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寺鴻趨廠ぬ喜舟圭庫融碩腐如折  

新生児   母体   ※「新生児」には母体搬送後の出産児は含まない  

搬送受入の要請のあった件数（件）  158件   394件   

搬送を受入れた件教（件）  110件   201件  

（  10件）  （  （）内は県外からの搬送数                          12件）  

く  件〉  〈  件〉  〈 〉内はドクターカーによる搬送数  

【  件】  【  件】  【】内はドクターヘリによる搬送数   

①：総合周産期母子医療やクー   2件   2件  

搬  1件   13件  

送  101件   157件  

フ⊂  
診療所   件   件  

内  件   件  

訳  
その他／不明   6件   29件   

搬送受入ができなかった件数（件）  4射牛   193件   

：哩 由  （「⑥その他」の詳細）   

新生児  
（DNICUが満床であったため  45件   128件        ・先天性疾患（】例）、髄膜炎（2例）いづれも当院で外科的治療不可のため  

母体   
②M口CUが満床であったため  件   8件      ・C／S対応  

・⊥aparo不可   

③診療可能な医師がいなかったため  件   
・他病院受入可  

20件        ・神経科満床  

・ope豊満室  

④その他  3件   37件       りト児外科症例   

一 庸－ 
肇麺廃車蓮華牢疎杵掟 

．‥ン∴．≡   

※医師数については、先般緊急にお伺いした内容と重複しますが、再度ご記入をお願いいたします。   

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

e）（か以外で日中、   ③ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   ①周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  産科 

・産婦人科医師   分娩に関与する医師   1るが、当直等  
常勤医師致  

（研修医・レジデントを除く）   
4人   0人   事する産婦人  

す。  
研修医・レジデントの散   1．6人   0人   0．8人   

非常勤医師   0．8人   0人   0．2人   

＼否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   
（1週間につき概ね32時間以上）を満たして就業する者  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

8人   を「常勤」という。  
※非常勤医師については、豊艶換真とする。（職務に従  

研修医・レジデントの数   2．4人   事した非常勤医師の1週間の勤務時間合計を当該施  
設の通常の1週間の勤務時間で険した数）  

非常勤医師   2．4人   0人   

【医師の当直体制】   産科（MRCU）   新生児科（NICU）   

平日の夜間   2人   1人   

土曜日の昼間   l～2人   1人   

土曜日の夜間   1人   1人   

日曜日の昼間   †人   1人   

日曜日の夜間   1人   1人  



E様式2ヨ  

扁  匡完  名   所  在  地   

財且法人 聖路加国際病院   東京都中央区明石町9－l   

団体名（開設者）  

理事長 日野原重明  

● 

・・ 
・ 

・ 

． 

‾‥；‾▲  

享凄捌郎醐疎韓班毎木場斬総計凍随廉弦裏打   

【産科部門】   該当部分に○  

1 ハイリスク妊娠に対応Lている（ハイリスク妊娠管理加算の対象）   ○   

2  ハイリスク妊娠管：堅加算の対象ではないが、ハイリスク妊娠に対応   ○   

3 産科診療を行ってし＼るが、正常分娩が中心であり、ハイリスク妊娠は原則として対応していない  

4 現在、産科診療（分娩）の取扱いを休止中（下記項目について記載のこと）  

・いつから休止しているか 

・休止の理由 

・分娩取扱い再開の見込み 

5  地j或周産期センター認定時から産科を標積していない  

【新生児部門】   該当部分に○   

† ハイリスク新生児に対応している（新生児特定集中治療室管理加算の対象）   ○   

2 新生児特定集中治療室管理加算加真の対象とはならないが、新生児科専∈医師が勤諾Lており、  ハ 
イリスク新生児への対応を行っている   ○   

3 新生児科専任医師は勤務していないが、常勤の小児科医又は産科医が新生児医療を担当   ○   

4 現在、新生児医療の取扱いを休止中（下記項目について記鼓のこと）  

・いつから休止しているか 

・休止の∃璽由 

・新生児医療再開の見込み 

5  地域周産期センター認定時から新生児医療を取り散っていない  
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＿＝ ．小   」，＝ ・、享．外9．1支j更偏邑  

新生児   母体   

搬送受入の要請のあった件数（件）  11 件   24 件  

搬送を受入れた件数（件）  ll 件   0 件  

※「新生児」には母体搬送後の出産児は含まない           （  0   

件）   （）内は県外からの搬送数（再掲）  

〈   0   

件〉   0  件〉  く 〉内はドクターカーによる搬送数（再掲）  

【  0   

件】   0  件】  【】内はドクターヘリによる搬送数（再掲）   

①：総合周産期母子医療セント   4 件   ll件  

搬  1件   5 件  

送  1件   7 件  

フ■⊂  
診療所   0 件   0 件  

内  0 件   0 件  

訳  
その他／不明   5 件   l件   

搬送受入ができなかった件数（件）  0 件   24 件   

理 由  （「⑥その他」の詳細）   

①NICUが満床であったため。  0 件   川 件      ・当院患者他待織のため病床に余裕なし  
t 分娩費用の同意がなかった   

②MRCUが満床であったため。  0 件   0 件      ・胎児に心疾患がある場合      ・他院受入可→当院キャン 

セル   

③診療可能な医師がいなかったため。  0 件   1件   

④その他  0 件   13 件   

幸運頑強顛串や擾字面軽重醒軒湖東毎壷韓頑繭哀訴頑転破鐘覇赫紅寮轟…  一ノ 
：＝ー“   

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②①以外で日中、   ③ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   ①原産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  産科 

・産婦人科医師   分娩に関与する医師   るが、当直等  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

0  人   4 人   事する産婦人  
す。  

常勤の研修医・レジデントの散   0 人   4 人   0 人   

非常勤医師   8 人   0，2 人   0．2 人   

否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   
（1週間につき概ね32時間以上）を満たして就業する者  

常勤医師致  
（研修医・レジデントを除く）   

3 人   を「常勤」という。  
※非常勤医師については、豊艶換量とする。（職務に従  

常勤の研修医・レジデントの致   2 人   事した非常勤医師の1週間の勤務時間合計を当該施  
設の通常の1週間の勤務時間で除した数）  

非常勤医師   ■ 0．4 人   l．2 人   

【医師の当直体制】   産科   新生児科（N【CU）   

平日の夜間   1（他オンコール1名） 人   】人   

土曜日の昼間   1（他オンコールl名） 人   1人   

土曜日の夜間   1（他オンコール1名） 人   1人   

日曜日の昼間   l（他オンコール1名） 人   1人   

日曜日の夜間   1（他オンコール1名） 人   1人   
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臣様式2∃  

病  院  名   所  在  地 

栗原   
東京慈恵会医科大字附属病院   東京都港区西新橋3－19－18   

団体名（開設者）  

学転法人慈恵大字 理事長  
敏  

≡； 

こ・ 
・ 

． 

】（診 

休止しているか：  

休止しているか：  

宣療再開の見込み：  
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新生児   母体   

搬送受入の要請のあった件数（件）  40 件   251 件  

搬送を受入れた件数（件）  23 件   63 件  

※「新生児」には母体搬送後の出産児は含まない  
（ 町  （ （）内は県外からの搬   送致（再掲） 新地域周産期母子医療センター遷宮に関する報善書        では換言十して  

く  0  件〉  く   0  件〉  〈 〉内はドクターカーによる搬送数（再掲）  

【  0  件】  【  0  件】  【】内はドクターヘリによる搬送数（再掲）  

①：総合周産期母子医療センター   1 件   4 件  

搬  2 件   0 件  

送  20 件   59 件  

診療所   件   
姦地域周産期母子医療センタ十運営に関する報告iでは①・②以外の塙産疲（          助産院）」と 

内・  件   
な？ているため、診療所   衷び助産殊についての内訳味不明。 

訳  
その他／不明   0 件   0 件   

搬送受入ができなかった件数（件）  件   件   

理 由  （r⑥その他」の詳細  刃  

①N【CUが満床であったため。  や   華  

（∋M口CUが満床であったため。  0 件   
0 件  ※地域周産期母子  

③診療可能な医師がいなかったため。  0 件   
しておりませんので  

0 件  

⑥その他  件  

モー：；壬…：－〉：：こ  
■ ：－’、■－－－  

凍瀬亘誇襲鮮麗轟轍襲舞姿蕪軒密葬帯革薮を葉栗軽率車蕪痔車自壊蕪葦毛醸軽重奉賛奉蓮華軸極寿三言  
：：〉：：二：   

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②①以外で日中、   （∋ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   ①周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  産科 

・産婦人科医師   分娩に関与する医師   るが、当直等  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

7  人   7 人   事する産婦人  
す。  

常勤の研修医・レジデントの致   2一〉3 人   2■｝3 人   3－4 人   

非常勤医師   0．5 人   0．5 人   0 人   

否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   
（1週間につき概ね32時間以上）を満たして就業する者  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

5 人   を「常勤」という。  
※非常勤医師については、豊艶換墓とする。（職務に従  

常勤の研修医・レジデントの数   3 人   事した非常勤医師の1週間の勤務時間合計を当該施  
設の通常の1週間の勤務時間で除した数）  

非常勤医師   0 人   0 人   

【医師の当直体制】   産科   新生児科（NICU）   

平日の夜間   2 人   1 人   

土曜日の昼間   2 人   4 人   

土曜日の夜間   2 人   1 人   

日曜日の昼間   2 人   1 人   

日曜日の夜間   2 人   1 人   
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E様式2∃  

病  院  名   所  在  地   

ヒl  真夏匡看斗大学病院   東京都新宿区西新宿六丁呂了蕃1号   

団体名（開設者）  

芋校法人 東京医科大±                 ヨ  

‾‾  

・ノ・・，「‾†∴■  

【産科部門】   該当部分に○  

1 ハイリスク妊娠に対応している（ハイリスク妊娠管璽加算の対象）   （⊃   

2 ハイリスク妊娠管理加算の対象ではないが、ハイリスク妊娠に対応  

3 産科診療を行っているが、正常分娩が中心であり、ハイリスク妊娠は原則として対応していない  

4 現在、産科診療（分娩こ）の取扱いを休止中（下記項目について記鼓のこと）  

・いつから休止しているか 

・休止の理由 

・分娩取扱い再開の見込み：  

5 地域周産期センター認雇暗から産科を標楕していない  

【新生児部門】   該当部分に○   

1 ハイリスク新生児に対応している（新生児特定集中治療室管理加算の対象）   0   

2 新生児特定集中治療室管理加算加算の対象とはならないが、宗主鯛専任医師が勤凱ており、  ハイリスク新生児への対応を行っている  

3 新生児科専任医師は勤務していないが、常勤の小児科医又は産科医が新生児医療を担当  

4 現在、新生児医療の取扱いを休止中（下記項目lこついて記載のこと）  

・いつからイ木止しているか 

・休止の理由 

・新生児医療再開の見込み 

5 地域層産期センター認定時から新生児医療を耳更り扱っていない  
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3二∴ ∴．首 こてつ・I，：・二    て1．1え芙  

新生児   母体   

搬送受入の要請のあった件数（件）  92件   95件  

搬送を受入れた件数（件）  46件   57件  

※r新生児」には母体程遠後の出直児は含まない  
（  件）  （  （）内は県外からの搬送数（再掲）                                件）  

〈  件〉  〈  件〉  く 〉内はドクターカーによる搬送数（再掲）  

【  件】  【  件】  【】内はドクターヘリによる搬送塾（再掲）   

①：総合周産期母子医療セント   0件   件  

搬  件   件  

送  45件   57件  

フ石  件   件  

内  件   件  

訳  
その他／不明   l件   件   

搬送受入ができなかった件数（件）  ヰ6件   38件   

理 由  （「④その他」の詳細）   

圧）NICUが満床であったため。  43件   37件   

（かMRCUが満床であったため。  件   件   

③診療可能な医師がいなかったため。  件   件   

④その他  3件   1件  

：こモニニ≡  

……二…ヰ準強頑簸料車重衰簸袈連毎知徳奉読車…室…－室嘗軸亘車煎車棄車重章毎様舞重奏草葉華輩如■軽戸・≡亘……   

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②①以外で日中、   ③ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   （》周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  産科 

・産婦人科医師   分娩に関与する医師   るが、当直等  
常勤医師致  

（研修医・レジデントを除く）   
3人   0人   事する産婦人  

す。  
常勤の研修医・レジデントの数   1人   0人   ・3人   

非常勤医師   1人   0人   5人   

否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   
（1週間につき概ね32時間以上）を満たして就業する者  

常勤医師致  
（研修医・レジデントを除く）   

5人   を「常勤」という。  
※非常勤医師については、豊勤換羞とする。（職務に従  

常勤の研修医・レジデントの敬   1人   事した非常勤医師の1週間の勤務時間合計を当該施  
設の通常の1週間の勤務時間で除した数）  

非常勤医師   0人   8人   

【医師の当直体制】   産科   新生児科（NICU）   

平日の夜間   3人   1人   

土曜日の昼間   3人   4人   

土曜日の夜間   3人   1人   

日曜日の昼間   3人   1人   

日曜日の夜間   3人   1人   
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臣様式2∃  

病  院  名   所  在  地   

屋應義塾大学病院   新宿区信濃田丁35   

団体名（開設者）  

学校法人 慶應義塾  

【－．【【（【【▼ロ＿－⊥⊥．⊥＿⊥．．．J＝，「山⊥＿＿－＿．＿．．．．【．．、  

ー 

●  

●  

●  

・▲■ニノ，rr「‾  

該当部分に○  

娠に対応している（ハイリスク妊娠管理加算の対象）   （）   

娠管壁加算の対象ではないが、ハイリスク妊娠に対応  

ラっているが、正常分娩が中心であり、ハイリスク妊娠は原則として対応していなし＼  

＞療（分娩）の飯扱いを休止中（下記項引こついて記載のこと）  

止しているか 

＼再開の見込み 

センター認定時から産科を標精していない  

該当部分に（⊃   

・生児に対応してし＼る（新生児特定集中治療室雪空加算の対象）   （⊃   

中治療室管理加算加算の対象とはならないが、新生児科専任医師が勒潔しており、  
三児への対応を行っている   

任医師は勤務していないが、常勤の小児科医又は産科医が新生児医療を担当  

ミ医療の翠扱いを休止中（下記項引こついて記載のこと）  

：止しているか 

由  

星亨聞の見込み 

センター認定時から新生児医療を取り扱っていない  

1 ハイリスク妊  

2  ハイリスク娃  

新生児特定集  
ハイリスク新生  

新生児料亭任  

現在、新生児  

・いつから休  

・休止の理  

・新生児医療  

5 地域局崖期   
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ー   Ilこ■                             又  

新生児   母体   

搬送受入の要請のあった件数（件）  24件   114件  

搬送を受入れた件数（件）  24件   35件  

※「新生児」には母体搬送後の出産児は含まない  
（  件）  （  （）内は県外からの搬送敷（再掲）                                件）  

く  件〉  く  件〉  く 〉内はドクターカーによる搬送数（再掲）  

【  件】  【  件】  【】内はドクターヘリによる搬送数（再掲）   

①：総合同産期母子医療センター   3件   3件  

搬  件   2件  

送  21件   30件  

診療所   件   件  

内  件   件  

訳  件   

搬送受入ができなかった件数（件）  0件   79件   

理 由  （r④その他」の詳細）受け入れができなかった正確な内訳件数を把握しておりません。NICU：   
MFICUの割合がほぼ2：1の割合です。   

（DN【CUが満床であったため。  件   件  

②MRCUが満床であったため。  件   件   

③診療可能な医師がいなかったため．  件   件   

④その他  件   件   

■■：   

＝   

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②（D以外で日中、   ③ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   （D周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分・娩）に従事する  産科 

・産婦人科医師   分娩に関与する医師   ＼るが、当直等  

常勤医師散  
（研修医・レジデントを除く）   

10人   ．0人   事する産婦人  
す。  

常勤の研修医・レジデントの数   10人   0人   0人   

非常勤医師   2人   0人   3人   

＼否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   
（1週間につき概ね32時間以上）を満たして就業する者  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

5人   を「常勤」という。  
※非常勤医師にフいては、皇勤適量とする。（職務に従  

常勤の研修医・レジデントの数   4人   事した非常勤医師の1週間の勤務時間合計を当該施  
設の通常の1週間の勤務時間で除した致）  

非常勤医師   0人   人   

【医師の当直体制】   産科   新生児科（N【CU）   

平日の夜間   2人   1人   

土曜日の昼間   2人   1～3人   

土曜日の夜間   2人   1人   

日曜日の昼間   2人   1人   

日曜日の夜間   2人   1人   
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E様式2ヨ  

病 院 名   所  在  地   

順天堂大字医学部附属順天堂医院   栗京都 文京区：本戦 3－1－3  

団体名（開設者）  

空事長 小川 秀輿   

．∴ ∫ ≡ ■    l  － ■＝ ≡ ． ．t一症・； ＝ l王  

ニ  

、 

二 

稀薄章亘牛頭僅割種日華軒亘隼草葉草章  

該当部分に○  

妊娠に対応している（ハイリスク妊娠管理加算の対象）   0   

妊娠管理加算の対象ではないが、ハイリスク妊娠に対応  

旨行っているが、正常分娩が中心であり、ハイリスク妊娠は原則として対応していない  

I診療（分娩）の取扱いをイ木止中（下記項目について記載のこと）  

休止しているか 

宣由 

ヒい再開の見込み 

覗センター認定時から産科を標接していない  

該当部分しこ○   

新生児に対応している（新生児特定集中治療室管理加算の対象）   （⊃   

集中治療室管】里加算加算の対象とはならないが、新生児科専任医師が勤務Lており、  
斤生児への対応を行っている   

専任医師は勤務していないが、常勤の小児科医又は産科医が新生児医療を担当  

巨児医療の取扱いをイ木止中（下記項目について記載のこと）  

イ木止しているか 

竺由 

亘療再開の見込み 

期センター認定時から新生児医療を取り扱っていない  
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新生児   母体   

搬送受入の要請のあった件数（件）  107 件   122 件  

搬送を受入れた件数（件）  80 件   24 件  

※「新生児」には母体搬送後の出藍児は含言ない  
（   22 件）  （  （）内は県外からの搬送数（再掲）                                 2 件）  

く  D 件〉  （  0 件〉  く 〉内はドクターカーによる搬送教（再掲）  

【  0 件】  【  1件】  【】内はドクターヘリによる搬送数（再掲）   

①：総合周産期母子医療セシト   16 件   1件  

搬  15 件   2 件  

送  37 件   19 件  

フて  
12 件   2 件  

内  0 件   0 件  

訳  
その他／不明   0 件   0 件   

搬送受入ができなかった件数（件）  27 件   98 件   

理 由  （「⑥その他」の詳細）   

産科病床が満床であったため。   
（》NICUが満床であったため。  27 件   70 件  

②M口CUが満床であったため。  0 件   0 

（∋診療可能な医師がいなかったため。  0 件   0 件   

④その他  0 件   28 件   

諌製綿申覇疎華瀬韓頑固獄車重熊輔車朝昼韓頓婚纏  ・′一■・  

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②（》以外で日中、   ③ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   ①周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  産科・産婦人科医師  従事しないが、当直や緊急時に  分娩に関与する医師  

し   ＼るが、当直等  

常勤医師致  
（研修医・レジデントを除く）   

6 人   0 人   走事する産婦人  
す。  

常勤の研修医－レジデントの数   2 人   0 人   2 人   

非常勤医師   0 人   0 人   D 人   

＼否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   
（1週間につき概ね32時  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

3 人   を「常勤」という。  
※非常勤医師についてI  

常勤の研修医・レジデントの致   0 人   事した非常勤医師の1週  
設の通常の1週間の勤務   

非常勤医師   0 人   0 人   

【医師の当直体制】   産科   新生児科（N！CU）   

平日の夜間   2 人   1人   

土曜日の昼間   2 人   1人   

土曜日の夜間   2 人   1人   

日曜日の昼間   2 人   1人   

日曜日の夜間   2 人   1人  



順天堂医学部附属順天堂医院  

院内標梼診療科名（34科）   

総合診療科、循環器内科、消化器内科、呼吸器内科、腎・高血圧内科、  

膠原病・リウマチ内科、血液内科、糖尿病・内分泌内科、メンタルクリニック、  

脳神経内科、小児科■思春期科、食道・胃外科、大腸■肛門外科、  

肝・胆・膵外科、乳腺科、心臓血管外科、呼吸器外科、  

小児外科・小児泌尿生殖器外科、脳神経外科、整形外科・スポーツ診療科、  

形成外科、皮膚科、泌尿器科、眼科、耳鼻咽喉・頭頸科、放射線科、  

産科・婦人科、救急科、麻酔科・へ0インクリニッタ、臨床検査医学科、  

病理診断科、歯科口腔外科、健康スポーツ科、リハヒヾリテーション科  
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臣様式2】  

団体名（開設者）   病  院  名   所  在  地   

社会福祉法人 貸育会   泣言会病院   東京都墨田区太平 3－20－2   

痺離錘療頭車圭ヰ煎⑧擁  

【産科部門】   該当部分・に○  

l ハイリスク妊娠に対応しているレ＼イリスク妊娠管‡皇加算の対象）   O 
2  ハイリスク妊娠管理加算の対象ではないが、ハイリスク妊娠に対応  

3 産科診療を行っているが、正恵分娩が中心であり、ハイリスク妊娠は原則として対応していない  

4  現在、産科診療（分娩）の取扱いを休止中（下記項目について記載のこと）  

・いつから休止しているか 

・休止の理由 

・分娩取扱い再開の見込み 

5  地域周産期センター認定時から産科を標持していない  

【新生児部門】   該当部分に○   

l ハイリスク新生児に対応している（新生児特定集中治療室管理加算の対象）   ○   

2 警≡．讐禁訳語諸賢警驚兢とはならないが、新生児利害住区師が推しており・   
○   

3  新生児科専任医師は勤務していないが、常勤の小児科医又は産科医が新生児医療を担当  

4  現在、新生児医療の取扱いを休止中（下記項目について記載のこと）  

・いつから休止しているか 

・休止の理由 

・新生児医療再開の見込み 

5  地域周産期センター認定時から新生児医療を取り扱っていない  
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咄麿児は含言ない   
（）内は県外からの搬送数（再掲）   

（ 〉内はドクターカーによる搬送数（再掲）  

【】内はドクターヘリによる搬送致（再掲）   

0件   5件   

）た件数（件）   14件   132件  

（「④その他」の詳細）   

ため．   1件   
○依頼取り下げ  1件  

14件            ○産科満床  4件   

件   件   
○記録なし  96件   

仁た♂）。  

よ力＼㌧たため。   12件   1封年  

1件   10D件   

3＿救急搬送につ  

⊃ 

手数 

※「蘇生児」には母体堪送竣の  

①：総合周産期  

②：地域周産期  

D 

搬送受入ができなかっ  

①NICUが満床であった  

②MRCUが満床であっナ  

③診療可能な医師がいた  

‡iセ｛＝：宴≡：＝…ラ憲・の▲≡≒‡…‘わ＝－：＝義嵐壷拉…譲葉威元年i如窮酪酸痩謹簑左様迫握南東  

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②①以外で日中、   ③ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   ①周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  従事しないが、当直や緊急時に  勤帯は婦人科診療や不妊治  

産科・産婦人科医師   分娩に関与する医師  いるが、当直等  

常勤医師数  
（研修医－レジデントを除く）   

人   4人   従事する産婦人  
ます。  

常勤の研修医・レジデントの致   人   1人   人   

非常勤医師   人   2人   人   

か否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   （1週間につき概ね32時  

常勤医師致  
（研修医・レジデントを除く）   

4人   を「常勤」という。  
※非常勤医師についてl  

常勤の研修医・レジデントの致   人   事した非常勤医師の1週  
設の通常の1週間の勤務   

非常勤医師   1．5人   人   

【医師の当直体制】   産科   新生児科（NICU）   

平日の夜間   2人   1人   

土曜日の昼間   2人   1人   

土曜日の夜間   2人   1人   

日曜日の昼間   2人   1人   

日曜日の夜間   2人   1人   
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E様式2】  

冠体名（開設者）   病  院  名   所  在  地   

学校法人東京女子医科大字 理事長吉岡博光   東京女子医科大字烹医療センター   東京都荒川区西尾久2－1・一10   

空謳料再郊唇桓離京蕪碩漸桓亘軸纏韓製軒   

【産科部門】   該当部分に○  

1 ハイリスク妊娠に対応している（ハイリスク妊娠管理加算の対象）   ○   

2  ハイリスク妊娠管理加算の対象ではないが、′＼イリスク妊娠に対応  

3  産科診療を行っているが、正常分娩が中心であり、ハイリスク妊娠は原則として対応，していない  

4  現在、産科診療（分娩）の取扱いを休止中（下記項目について記載のこと）  

■いつから休止しているか：  

・休止の理由： 

・分娩取扱い再開の見込み：  

5 地域周産期センター認定時から産科を標模していない  

【新生児部門】   該当部分に○   

1 ハイリスク新生児に対応している（新生児特定集中治療室管理加算の対象）   （⊃   

2 警空対象とはならないが、新生牌専任医師が動乱ており・  

3  新生児科専任医師は勤務していないが、常勤の小児科医又は産科医が新生児医療を担当  

4  現在、新生児医療の取扱いを休止中（下記項巨＝こついて記載のこと）  

・いつから休止しているか：  

・休止の理由：  

・新生児医療再開の見込み：  

5  地域局産期センター認定時から新生児医療を取り扱っていない  
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ゴ産児は含言ない   
（）内は県外からの搬送数（再掲）   

く 〉内はドクターカーによる搬送敏（再掲）  

【】内はドクターヘリによる搬送数（再掲）   

件  
件  

2 件   件   

た件数（件）   16 件   94 件  

（「④その他」の詳細）   
＊ 心疾患合併・外科疾患合併が強く疑われたため  

ニめ．   10 件   64 件          （当院では心疾患・外科疾患には対応できない）  

＊ 当院で重症児がこれから生まれそうなため   

iったため。   件   24 件      ＊ 現にNICU内で重症児がいるため、これ以上の重症児の診察は危険と判断したため  
＊ ③に近いが」産科医が緊急事締や他の搬送その他の救急に対応中のため   

かったため。   0 件   件  

6 件   8 件   

搬送受入の要請のあっ  

搬送を受入れた件  

￥「新生児」には母体欄送後の出  

圭 

圭 

③：①、②以外の  

搬送受入ができなかっナ  

①NtCUが満床であったた  

②M月G日産科が満床であ  

③診療可能な医師がいな  

室料李≒密転換亘車重凍寒宇き幸葺壊車劉や東経自重毎葉車捷把車重車套華牽  

、．空欄とせず、0人と記入してください。  

②①以外で日中、   ③ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
】  （D周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  産科 

・産婦人科医師   分娩に関与する医師   ＼るが、当直等  

く）   

1人   7 人   従事する産婦人  
ます。  

の数   1 人   1 人   0 人  

0 人   0 人   0 人   

か否かといった  
数  新生児科の専任医師   

小児科医   
（1週間につき概ね32時  

除  
3 人   を「常勤」という。  

※非常勤医師についてI  

の数   3 人   事した非常勤医師の1週   
設の通常の1週間の勤務  

0 人   0 人  

産科   新生児科（NICU）  

（＊1）2 人   
（＊り月の内、2名当直が出   

1／3は1名当直で宅直  医師がカバーしています。  

（＊1）2 人   1人  

（寧1）2 人   1人  

原則 2 人   1人  

原則 2 人   1 人   

※該当者なしの場合は  

【産科部門の医師数  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除  

常勤の研修医・レジデントα  

非常勤医師  

【新生児部門の医師  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを  

常勤の研修医・レジデント  

非常勤医師  

【医師の当直体制】  

平日の夜間   
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E様式2】  

団体名（開設者）   病  院  名   所  在  地   

日本赤十字社   葛飾赤十字産院   東京都 葛飾区 立石 5－1卜t2  

≡＝ 
．．． 

【産科部門】   該当部分に○  

l ハイリスク妊娠に対応している（ハイリスク妊娠管理加算の対象）   0   

2  ハイリスク妊娠管理加算の対象ではないが、ハイリスク妊娠に対応  

3  産科診療を行っているが、正常分娩が中心であり、ハイリスク妊娠は原則として対応していない  

4 現在、産科診療（分娩）の取扱いを休止中（下記項目について記載のこと）  

・いつから休止しているか：  

・休止の理由：  

・分娩取扱い再開の見込み：  

5 地域周産期センター認定時から産科を標携していない  

【新生児部門】   該当部分に○   

l ハイリスク新生児に対応している（新生児特定集中治療室管理加算の対象）   ○   

2 警享驚対象とはならないが、鮎児科琴雇医師が動乱ており、  

3  新生児科専任医師は勤務していないが、常勤の小児科医又は産科医が新生児医療を担当  

4  現在、新生児医療の取扱いを休止中（下記項目について記載のこと）  

・いつから休止しているか：  

・休止の望由：  

・新生児医療再開の見込み：  

5 地域周産期センター認定時から新生児医療を取り取っていない  

52   



※「新生児」には母体搬送後の出産児は含言ない  

く 〉内はドクターカーによる搬送数（再掲）  

【】内はドクターヘリによる搬送数（再掲）   

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②①以外で日中、   （∋ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   ①周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  産科・産婦人科医師  従事しないが、当直や緊急時に  分娩に関与する医師  診療や不妊治  

るが、当直等  
常勤医師数  

（研修医・レジデントを除〈）   
5人   0人   事する産婦人  

す。  
常勤の研修医・レジデントの数   2人   0人   0人   

非常勤医師   l．36人   0人   0人   

否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   
（1週間につき概ね32時  

常勤医師数   
（研修医・レジデントを除く）  

5人   を「常勤」という   
※非常勤医師についてI  

常勤の研修医・レジデントの数   0人   暮した非常勤医師の1週  
設の通常の1週間の勤務   

非常勤医師   0．1人   0人   

【医師の当直体制】   産科   新生児科（Nに∪）   

平日の夜間   2人   †人   

土曜日の昼間   2人   1人   

土曜日の夜間   2人   1人   

日曜日の昼間   2人   1人   

日曜日の夜間   2人   一人   
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E様式2∃  

団体名（開設者）   病  院  名   所  在  地   

東京都   東京都立大塚病院   東京都豊島区南大塚2－8－1  

5  地域周産期センター認定時から産科を標樗していない  

【麻生児部門】   該当部分に○   

1 ハイリスク新生児に対応している（新生児特定集中治療室管理加算の対象）   （⊃   

2 警告；綿とはならないが・鮎児科専任医師が勤凱ており、  

3 新生児科専任医師は勤務していないが、常勤の小児科医又は産科医が新生児医療を担当  

4  現在、新生児医療の取扱いを休止中（下記項目について言己載のこと）  

・いつから休止しているか：  

・休止の空白：  

・新生児医療再開の見込み：  

5  地域周産期センター認定時から新生児医療を取り扱っていない  
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〉出産児は含富ない   
（）内は県外からの搬送数（再掲）   

く  〉内はドクターカーによる搬送数（再手昌）  

【】内はドクターヘリによる搬送数（再掲）   

0件   0件  

D件   11件   

⊃た件数（件）   40件   138件  

（「④その他」の詳細）   

ため。   件   件   

たため。   件   件   

よかったため。   件   件  

件   件   

捏 

っ 

半 

※「新生児」には母体搬送後の  

①：総合周産期  

②：地域周産期  

乃 

搬送受入ができなかっ  

（DNICUが満床であった  

②MFICUが満床であっナ  

③診療可能な医師がいた  

ミ‘・：＝＝    …：－こ■＝－＝＝ ：、     沌：蕗古      志 

※該当者なしの場合は．．空欄とせず、0人と記入してください。   

②①以外で日中二   ③ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   ①周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  従事しないが、当直や緊急時に  勤罵は婦人科診療や不妊治  

産科・産婦人科医師   分娩に関与する医師  ＼るが、当直等  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

3人   0人   従事する産婦人  
ます。  

常勤の研修医・レジデントの数   1人   1人   0人   

非常勤医師   1．7人   0人   1．4人   

＼否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   
（1週間につき概ね32時  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

6人   を「常勤」という。  
※非常勤医師についてl  

常勤の研修医・レジデントの散   1人   事した非常勤医師の1週  
設の通常の1週間の勤務   

非常勤医師   0．1人   0人   

【医師の当直体制】   産科   新生児科（ⅢCU）   

平日の夜間   2人   1人   

土曜日の昼間   2人   1人   

土曜日の夜間   2人   1人   

日曜日の昼間   2人   1人   

日曜日の夜間   2人   1人   
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E様式2】  

団体名（開設者）   病  院  名   所  在  地   

東京都知事 石原 慎太郎   東京都立豊島病院   東京都板橋区菜町33－1  

【産科部門】   該当部分・に○  

1 ハイリスク妊娠に対応している（ハイリスク妊娠管理加算の対象）  

2  ハイリスク妊娠管理加算の対象ではないが、ハイリスク妊娠に対応  

3 産科診療を行っているが、正常分娩が中心であり、ハイリスク妊娠は原則として対応していない  

4  現在、産科診療（分娩）の取扱いを休止中（下記項目について記載のこと）   ○   

・いつから休止しているか：平成18年9月  

・休止の理由：医師確保困艶  

・分娩取扱い再開の見込み：平成20年10月よリリスクの高い妊婦を対象に再開  

5 地域原産期センター認定時から産科を標持していない  

【新生児部門】   該当部分に○   

1 ハイリスク新生児に対応している（新生児特定集中治療室管理加算の対象〉  

対象とはならないが∵新生児科専任医師が動乱ており・  
2  

3 新生児科専任医師は勤務していないが、常勤の小児科医又は産科医が新生児医療を担当  

4 現在、新生児医療の取扱いを休止中（下記項目について記載のこと）   ○   

・いつから休止しているか：平成19年10月  

・休止の理由：医師確保困琵  

・新生児医療再開の見込み：未定  

5 地域周産期センター認定時から新生児医療を取り扱っていない  
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（）内は県外からの搬送数（再掲）   

く 〉内はドクターカーによる搬送数（再掲）  

【】内はドクターヘリによる搬送数（再掲）   

件   件  

1件   件   

ヒ件数‘：件）   17 件   件  

（「⑥その他」の詳細）   

め。   件   件   

ヒめ。   件   件   

）＼ったため。   件   件  

件   件   

ヒ 

敦 

． 

： 

： 

扁 

搬送受入ができなかった  

（かNtCUが満床であったた  

（aMRCUが満床であったナ  

③診療可能な医師がいなカ  

燕軽軸打東輯担印暗頑噂衰時嚇碑瑚嘩蒔塾埴照 

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②①以外で日中、   ③ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   ①周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  産科 

・産婦人科医師   分娩に関与する医師   ＼るが、当直等  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

0人   4人   事する産婦人  
す。  

常勤の研修医－レジデントの数   0人   0人   0人   

非常勤医師   0人   0．8人   0人   

＼否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   
（1週間につき概ね32時間以上）を満たして就業する者  

常勤医師数   
（研修医・レジデントを除く）  

2人   を「常勤」という      0人       D  

※非常勤医師については、巣立換呈とする。（職務に従  
常勤の研修医・レジデントの敬   0人   事した非常勤医師の1週間の勤務時間合計を当該施  

当直のみの応捷要員として6名程度  
設の通常の1週間の勤務時間で除した数）  

非常勤医師  の医師を確保し、月9－10日（平日）  

を担当   

【医師の当直体制】   産科   新生児科   
※N【CUは休止中であるが、分娩再開による新生児の対応を行ってい  
る医師数を記鼓している。  

平日の夜間   1人   1人   

土曜日の昼間   1人   

土曜日の夜間   常時1名の医師が緊急時に連  
絡を受けて登院することが可  
能な体制を確保している。  

日曜日の昼間   （＝オンコール体制〕  

日曜日の夜間   1人   
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E様式2∃  

団体名（開設者）   病  院  名   所  在  地   

日本赤十字社   武蔵野赤＋字病院   東京都武蔵野市境両町1－26－1   

増阜埠軒碑無   

【産科部門】   該当部分に○  

1 ハイリスク妊娠に対応している（ハイリスク妊娠管理加算ゐ対象）   （⊃   

2  ハイリスク妊娠管理加算の対象ではないが、ハイリスク妊娠に対応  

3  産科診療を行っているが、正常分娩が中心であり、ハイリスク妊娠は原則として対応していない  

4 現在、産科診療（分娩）の取扱いを休止中（下記項目について記載のこと）  

l  

・いつから休止しているか：   

・休止の理由：  

・分娩．取扱い再開の見込み：  

5 地域周産期センター認定時から産科を標祷していない  

【新生児部門】   該当部分に（⊃   

1 ハイリスク新生児に対応している（新生児特在集中治標室管理加算の対象）   ○   

2 警．空驚槻とはならないが・新生児科専任医師が動乱ており・  

3 新生児科専任医師は勤務していないが、常勤の小児科医又は産科医が新生児医療を担当  

4 現在、新生児医療の取扱いを休止中（下記項目について記載のこと）  

・いつから休止しているか：  

・休止の理由：  

・新生児医療再開の見込み：  

5 地域周産期センター認定時から新生児医療を取り扱っていない  
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新生児   母体   

搬送受入の要請のあった件数（件）  50件   107件  

搬送を受入れた件数（件）  36件   45件  

※r新生児」には母体搬送後の出直児は吉富ない  
（  件）  （  （）内は県外からの搬送数（再掲）                                件）  

く  件〉  〈  件〉  〈 〉内はドクターカーによる搬送数（再掲）  

【  件】  【  件】  【】内はドクターヘリによる搬送数（再掲）   

①：総合周産期母子医療センター   件   3件  

搬  件   2件  

送  35件   36件  

フt  

診療所   件   件  

内  件   件  

訳  
その他／不明  1件   4件   

搬送受入ができなかった件数（件）  14件   62件   

理 由  （「④その他」の詳細）手術室の 

（DN【CUが満床であったため¢  14件   39件   

②M口CUが満床であったため。  件   件   

③診療可能な医師がいなかったため。  件   3件   

④その他  件   20件   

喪⑯締塵韓㊦担架摘申ゆ雛称勘＝…享喜連葉鋒套蝉童享輔車自串喪章た瞳軽輩蚕韓毎攣控郎結 

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②①以外で日中、   ③ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   ①周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  産科 

・産婦人科医師   分娩に関与する医師   ＼るが、当直等  
常勤医師数  

（研修医・レジデントを除く）   
12人   0人   事する産婦人  

す。  
常勤の研修医・レジデントの数   0人   0人   D人   

非常勤医師   0人   0人   0人   

＼否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   
（1週間につき概ね32時間以上）を満たして就業する者  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

4人   を「常勤」という。 
※非常勤医師については豊艶換量とする（職務に従  

常勤の研修医・レジデントの数   0人   0人  事した非常勤医師の1週間の勤務時間合計を当該施  
設の通常の1週間の勤務時間で険した致）   

非常勤医師   0人   0人   

【医師の当直体制】   産科   新生児科（N【CU）   

平日の夜間   1人   1人   

土曜日の昼間   1人   1人   

土曜日の夜間   1人   1人   

日曜日の昼間   1人   1人   

日曜日の夜間   1人   1人   
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E様式2】  

団体名（開設者）   病  院  名   所  在  地   

東京都   東京都立清瀬小児病院   東京都清瀬市梅園一丁日3香1号   

5 地域周産期センター認定時から産科を標梼していない   ○  

【新生児部門】   該当部分にq   

1 ハイリスク新生児に対応している（新生児特定集中治療室管理加算の対象）   ○   

2 誓．対象とはならないが、鮎鯛専任帥が動乱ており・  

3 新生児科専任医師は勤務していないが、常勤の小児科医又は産科医が新生児医療を担当  

4 現在、新生児医療の取扱いを休止中（下記項目について記載のこと）  

・いつから休止しているか：  

・休止の理由：  

・新生児医療再開の見込み：  

5 地域周産期センター認定時から新生児医療を取り扱っていない  
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新生児   母体   

搬送受入の要請のあった件数（件）  333件   件  

搬送を受入れた件数（件）  285件  ■   件  

※「新生児」には母体搬送後の出産児は含三ない  
（1D6 件）  （  （）内は県外からの搬送数（再掲）                                件）  

〈 0 件〉  く  件〉  く 〉内はドクターカーによる搬送数（再‡引  

【  0件】  【  件】  【】内はドクターヘリによる搬送数（再掲）   

圧）二総合周産期母子医療センター  1件   件  

搬  7件   件  

送  277件   件  

丁仁  
診療所  件   件  

内  件   件  

訳  件   件   

搬送受入ができなかった件数」ニ件）  46件   件   

理 由  （r④その他」の詳細）   

①NICUが満床であったため。  （ 46）件   件   

②M口CUが満床であったため。  （ 0）件   件   

③診療可能な医師がいなかったため。  （ 0）件   件   

④その他  （ 0）件   件   

ヰ訝頭如軸疇牽亘サや痺埼碍纏味軒壌穀類牛車蜂終章泰夜番寿軽軽重社章時季董卓諸種 

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

②①以外で日中、   ③ 日勤育は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   ①周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  産科 

・産婦人科医師   分娩に関与する医師   ＼るが、当直等  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

0人   0人   事する産婦人  
ます。  

常勤の研修医・レジデントの数   0人   0人   0人   

非常勤医師  0人   0人   0人   

＼否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

小児科医   
（1週間につき概ね32時間以上）を満たして就業する者  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除く）   

5人   を「常勤」という。  
※非常勤医師については．、崖＿勤換量とする。（職務に従  

常勤の研修医・レジデントの数   1人   事した非常勤医師の1週間の勤務時間合計を当該施  
設の通常の1週間の勤務時間で除した数）  

非常勤医師   D．2人   0人   

【医師の当直体制】   産科   新生児科（N【CU）   

平日の夜間   0人   1人   

土曜日の昼間   0人   1人   

土曜日の夜間   0人   1人   

日曜日の昼間   0人   1人   

日曜日の夜間   0人   1人   
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E様式2】  

団体名（開設者）   病  院  名   所  在  地   

東京都   頁京都立八王子小児病院   東京都八王子市台町4－33－13   

宴瀕華南崖埠草葉塵痺牽舞李≒…煎華中昧茸≡薄幸御璽纏湧泰阜   

【産科部門】   該当部分に0  

1 ハイリスク妊娠に対応している（ハイリスク妊娠管理加算の対象）  

2 ハイリスク妊娠管理加算の対象ではないが、ハイリスク妊娠に対応  

3 産科診療を行っているが、正常分娩が中心であり、ハイリスク妊娠は原則として対応していない  

4 現在、産科診療（分娩）の取扱いを休止中（下記項目lこついて記載のこと）  

・いつから休止しているか 

・休止の理由 

・分娩取扱い再開の見込み 

5 地域周産期センター認定時から産科を標模していない   ○  

【新生児部門】   該当部分に○   

1 ハイリスク新生児に対応している（新生児特定集中治療室管理加算の対象）   （⊃   

2 警告対象とはならないが、新生児科専任医師が動乱ており、  

3 新生児科専任医師は勤務していないが、常勤の小児科医又は産科医が新生児医療を担当  

4 現在、新生児医療の取扱いを休止中（下記項目について記鼓のこと）  

・いつから休止しているか 

・休止の理由 

・新生児医療再開の見込み 

5 地域周産期センター認定時から新生児医療を取り扱っていない  
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注）双胎児は1持としてカウントしている。  

の出産児は書芸ない   
く）内は県外からの搬送女（再掲）   

く 〉内はドクターカーによる搬送数（再掲）  

【】内はドクターヘリによる搬送数（再掲）  

注）病院、診療所、助産所の区分ごとには集計していない。  

件   0件  

之件   0件   注）2件とも自宅からの搬送   

った件数（件）   178件   0件  

（「④その他」の詳細）   

二ため。   178件   0件  理由の全てを、一応①にしたが、ドクターカーで往診した結果、比鮫的軽症の児は地域の準     NICU等を持つ病院に入院をお庭いし、当院はハイリスク対応のために空けておく場合がある。  
この数は未集計である。   

たため。   0件   0件   

なかったため。   0件   0件  

0件   0件   

3．救急搬送につ  

iっ 

． 

※「新王児」には母体搬送後  

月 

月 

搬送受入ができなか  

①NICUが満床であった  

②M口CUが忘床であっ  

③診療可能な医師がい  

セ…ヾ‥こ≧ぎ 

※該当者なしの場合は、空欄とせず、0人と記入してください。   

e）①以外で日中、   （∋ 日勤帯は分娩に  ※③については、例えば、日  
【産科部門の医師数】   

①周産期センター（産科）の  専任医師           産科診療（分娩）に従事する  産科 ・産婦人科医師   分娩に関与する医師   
＼■るが、当直等  

常勤医師数  
（研修医・レジデントを除ぐl   

0人   0人   従事する産婦人  
ます。  

常勤の研修医・レジデントの数   0人   D人   0人   

非常勤医師   0人   0人   0人   

＼否かといった  
【新生児部門の医師数】   新生児科の専任医師   

／ト児科医   

常勤医師数  
（1週間につき概ね32時  

（研修医・レジデントを除く：・   
8人   を「常勤」という。  

※非常勤医師についてl  
常勤の研修医・レジデントの数   り、   事した非常勤医師の1週  

設の通常の1週間の勤務   
非常勤医師   0人   0人   

【医師の当直体制】   産科   新生児科（NtCU）   

平日の夜間   0人   1人   

土曜日の昼間   0人   1人   

土曜日の夜間   0人   1人   

日曜日の昼間   0人   1人   

日曜日の夜間   0人   1人   
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周産期母子医療センターにおける盲併旺壮婦Uノ河ノ心1⊥∴」し、し  

A．脳血管障害合併症（疑いを含む）の妊婦への対応について  

施設内で脳外科手術が可能である。  

の受入依植を受けることができる。  

ある妊婦の対応はしない／できない。  

近隣に脳血管障害合併の疑いのある  

当該医療機関と患者搬送等の連携に  

ついて、文書等で取り決めてある。  

特に文書等で定めていないが、当該  

医療機関と連携は確保できている。  



B，急性心疾患合併症（疑いを含む）の妊婦への対応について  

臓血管外科医師がいる。  

施設内で心臓カテーテル検査・治療  

施設内で心臓血管外科手術が可能で  

施設内にICU等の集中治療病床があ  

施設内の調整がつけば、他施設から  

の心疾患合併の疑いのある妊婦の受  

入依娼を受けることができる。  

に対応可能な医療機関が存在する。  

当該医療機関と患者搬送等の連携に  

ついて、文書等で取り決めてある。  

矧こ文書等で定めていないが、連携  

は確保できている。  

近隣に対応可能な医療機関はない。  



施設内に救命救急医がいる。  

の妊娠中の外傷患者の 
けることができる。  

はしない／できない。  

緊急車両での搬送所要時間：約  

近隣に対応可能な医療機関はない。  



D．妊娠中のD工C、敗血症など急性かつ重症患者への対応について  

施設内にIC  

施設内の調  

妊娠中のDf  

症患者の受  

施設ではタ  

性かつ重・  

該医療機  

いて、文書   



E．周産期救急情報システム／救急医療情報システムについて  

（  

夕   

の救急搬送の依糎を受けるとき、  

周産期救急情報システムを経由する  
○  ○  ．0  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  0  0   

救急医療情報システムを経由する  
○  Or  ○  ○  ○  ○  ○  

どちらも経由せず、患者／施設／救急  

隊から直接連絡を受ける。  
○  ○  ○  ○  

エの他  
※1  ※2  ※3  ※4  ○                                    ※5  ※6  

（2）受入に当たっては  

産科部門が受入れを判断  
○  ○  

当該部門が受入れを判断  

両者で協議の上判断  
○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○  ○   ○  ○  ○  ○  

0  0   

※1上記の全身管理は行えないことを話し、他院へ搬送してもらう。  

※2依頼側の都合による。母体側の救命治療が優先される場合は、当院としては救急医療システム経由を希望する。  

※3 妊娠週数により胎児の重要度が違うため、両方有り得る。  

※4周産期救急情報システムはタイムリーに情報更新されないことが多いため、病院や救急隊から直接連絡を受けることが多い0  

※5上記のいずれの依矩もあるが、個々に機能しているため、産科への連絡なく、致命救急センターに搬送されることがたまにあります0そのため、産科医が緊急手  
術中などの理由で対応できないことがあります。妊産褐婦の搬送にあたっては、救急医療情報システムと周産期救急情報システムとの密接な連携が必須である0  

※6 当院は総合病院でないため、全く受け入れができません。   



平成20年11月27日  
病 院 経 営 本 部  

墨東病院周産期センタ鞠における12月及び年末年始の当直体制についで   

墨東病院では、総合周産期母子医療センターの確実な体制を確保するため、12月及  

び年末年始については、以下の当直体制で対応しますので、お知らせします。   

今後も、関係局、地元医師会、関係機関等と協議を続け、体制の充実に取り組んでい  

きます。  

E12月及び年末年始の当直体制】  

産科医師の当直について、平成20年12月1日（月曜日）から平成21年1月4日（日  

曜日）までのすべての日程につき（夜間、土曜日、日曜日、祝日を含む）、2人体制とし  

ます。  

（問い合わせ先）  

病院経営本部経営企画部総務課  谷田・戸田  

直通 03－5320－5828・5805   

内線 50－102・50－130  
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享・；‥・メ．∴∴二  

20福保医救第714号  

平成20年11月25日  

周産期母子医療センター  

設置医療機関管理者  殿  

，し＿さ＿＿  

東京都福祉保健局長…奮  
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安 藤 立   

ゝ－－tミー叫▼一－・■√トJ＜■▲lミ →－Jl・一  

周産期母子医療センターにおける救急搬送患者の円滑な受入れについて   

平素より東京都の周産期医療体制の充実に御尽力いただき深く感謝申し上げます。   

総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターは、「東京都周産期母子医  

療センター設置・運営要綱」（平成9年9月25目付9衛健母第823号）により地域の周産  

期医療機関あるいは消防機関からの患者の受入要請に連携して対応することとなっており、  

貴院におかれましても、妊産婦や新生児の受入れに日夜御努力いただいているところです。   

先般、都内において脳出血の妊婦の緊急搬送に関して複数の医療機関で受入対応ができ  

ない事例が連続して発生しました。   

これを受けて、東京都においては今月5日に東京都周産期医療協議会を緊急に開催して、  

課題や対応策の検討を進めており、地域内で患者を確実に受け入れる体制や地域間の支援  

体制、周産期医療と救急医療との連携、患者情報の正確な伝達等の課題に対して、早急に  

改善策に取り組んでいるとこちです。   

なお、今回の一連の事案は、重篤な合併症を伴う母体の救命に当たっては、周産期母子  

医療センターによる産科及び新生児医療だけでなく、病院内の救急部門をはじめ、脳神経  

外科、麻酔科など複数の診療科が連携して対応する必要性を示したものです。   

っきましては、貴院におかれましても、今一度、妊産婦の緊急搬送の受入体制について  

点検いただきヾ院内各部門の連携による患者の円滑な受入れについて、一層の御尽力をお  

願いいたします。  

〔問い合わせ先〕  

東京都福祉保健局救急災害医療課   

電 話  03－5320－4378   
FAX O 3－5 38 8－1441  

⑲   




